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序章  研究の背景と構成  

第 1 節  研究の背景  

1．認知症の行動・心理症状とその影響  

 認知症の症候は大きく，中核症状と呼ばれる認知機能障害と，周辺症

状と呼ばれる精神症状，行動障害とに区別される（三村，2013）。このう

ち周辺症状は，認知症の行動・心理症状（ Behaviora l  and  Psychological  

Symptoms  o f  Dementia  ：以下 BPSD）と総称されることも多い（三村 ,  

2013）。BPSD は，認知機能障害を基盤に，身体的要因，環境的要因，心

理的要因などの影響を受けて出現し（ Cere je i ra ,  Lagar to  &  Mukaetova -

Ladinska ,  2012），幻覚・妄想，人物誤認，徘徊，不穏・興奮，不眠・リ

ズム障害，うつ・意欲低下など，多岐にわたる（三村， 2013）。  

BPSD の有症率については，認知症のみられる高齢者を追跡調査した

Cache  郡研究によると，5 年間で少なくとも 1 種類以上の BPSD がみら

れた人の割合は 97％であった。また，最も多い症状は，アパシー，抑う

つ，不安だった（ Ste inberg  et  a l . ,  2008）。一方，介護施設での BPSD の

有症率に関する横断研究のレビューによると，認知症のみられる入居者

の 約 80％ に な ん ら か の BPSD が み ら れ た （ Zuidema,  Koopmans ,  & 

Verhey,  2007）。このように，認知症のある高齢者では BPSD が高い割合

でみられている。  

BPSD の影響としては，介護者にとって精神的・身体的に大きな負担

となるだけでなく（ Song &  Oh ,  2015）， BPSD を示す本人にとっても，

施設入所のリスクを高める原因となる（ Toot ,  Swinson ,  Devine ,  Cha l l i s ,  

&  Orre l l ,  2017）。このようなことから，BPSD への対応は認知症ケアに

おける重要な課題となっている。  
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2． BPSD への対応  

BPSD への対応としては，大きくわけて薬物療法や非薬物療法があ

る。しかし，アメリカ食品医薬品局（ US Food  and  Drug  

Adminis t ra t ion： FDA,  2005）からの，非定型抗精神病薬の使用によっ

て認知症患者の死亡率が約 1 .6～ 1 .7 倍上昇する（原因は心疾患や感染

症による）といった警告や，定型抗精神病薬も非定型抗精神病薬よりも

高い危険性があるといった報告（ Gil l  e t  a l . ,  2007 ;  Schneeweiss ,  

Se toguch i ,  B rookhart ,  Dormuth ,  & Wang ,  2007）などから，近年では

より安全な方法として，非薬物療法の開発や検証が盛んに行われてい

る。  

また，我が国の厚生労働省研究班による「かかりつけ医のための

BPSD に対応する向精神薬使用ガイドライン（第 2 版）」（厚生労働省，

2015）の治療アルゴリズムでも，その冒頭に非薬物的介入を最優先す

ると明記されている。具体的には， BPSD の出現時間，誘因，環境要因

などの特徴を探り，家族や介護スタッフとその改善を探ることや，デイ

サービスなどの導入を検討することが勧められている。  

 

3．応用行動分析に基づく BPSD マネジメント研修とその課題  

近年では徐々に BPSD に対する非薬物療法のシステマティックレビ

ューがみられるようになり， Livingston ,  Johnston ,  Katona ,  Paton ,  &  

Lyketsos  （ 2005）や Olazarán  et  a l .  （ 2010）では，ガイドラインに

基づいて非薬物療法の推奨度が示されている。なお， Olazarán  et  a l .  

（ 2010）以降は，推奨度を示すレビューはみられない。  

まず， Livings ton  e t  a l .（ 2005）のシステマティックレビューでは，

行動に焦点をあてたアプローチである Behav iora l  Management  

http://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/?term=Olazar%C3%A1n%20J%5bAuthor%5d&cauthor=true&cauthor_uid=20838046
http://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/?term=Olazar%C3%A1n%20J%5bAuthor%5d&cauthor=true&cauthor_uid=20838046
http://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/?term=Olazar%C3%A1n%20J%5bAuthor%5d&cauthor=true&cauthor_uid=20838046
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Techniques（ BMT）は推奨度 B（科学的根拠があり行うように勧めら

れる）とされ，さらに， BMT に基づく個別の介入法に関する介護者研

修は推奨度 A（強い科学的根拠があり行うように強く勧められる）にラ

ンク付けされている（表 P－ 1）。また， Olazarán  e t  a l .  （ 2010）によ

るシステマティックレビュー及びメタ分析でも， BMT 及び BMT に基

づく介護職員研修は推奨度 B とされ，推奨度が高かった（表 P－ 1）。  

なお， BMT の内容は研究によって様々ではあるが，その中心となっ

ているのは応用行動分析における ABC 分析を用いた行動マネジメント

である（野口， 2017）。この応用行動分析に基づくアプローチとは，行

動がその前後の環境変化によって形成されるという基本原理を応用する

ことで行動を変容し，その人の生活に何らかの改善を試みる方法である

Miltenberger,  2001）。また， ABC 分析とは，先行条件（ A ntecedent：

直前の状況），行動（ Behavior），結果（ Consequence：直後の状況）

の 3 要素に基づいてその行動の原因と対応を分析するもので， ABC と

はこれらの英語の頭文字を表している（野口・山中， 2019）。  

 

  

http://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/?term=Olazar%C3%A1n%20J%5bAuthor%5d&cauthor=true&cauthor_uid=20838046
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文献 介入法 推奨度

Livingston et al. (2005) BMTによる個別の介入法に関する介護者への心理教育 A

BMT B

介護職員への心理教育 B

CST B

音楽療法（攻撃的行動に対する直後効果のみ） B

スヌーズレン（攻撃的行動に対する直後効果のみ） B

家族カウンセリング C

環境調整 C

BMTの原則に関する介護者への心理教育 D

回想法 D

バリデーション・セラピー D

リアリティ・オリエンテーション D

感覚刺激 D

運動療法 D

Olazaran et al. (2010) BMT B

CST B

マルチコンポーネントな介入 B

介護職員への研修 B

注）BMT： Behavioral Management Techniques， CST：Cognitive Stimulation Therapy (認知活性化療法)

　　野口（2017）より引用

表Pー1　システマティックレビューによるBPSDに対する非薬物療法の推奨度
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応用行動分析に基づく研修の中でも，特に，アメリカの Ter i ,  Huda ,  

Gibbons ,  Young ,  and  van  Leynsee le（ 2005）が開発した Staf f  Tra in ing  

in  Ass i s ted  L iv ing  Res idences（ STAR）は，マニュアルを基盤とした数

少ない研修プログラムである（野口， 2017）。研修期間は 8 週間で，半

日間のワークショップ 2 回，30 分間の個別スーパーバイズ（実際の事例

でのオン・ザ・ジョブトレーニング）が 4 回，全体的なミーティング 3

回で構成されていた。また，この中のワークショップの内容は，BPSD に

対する ABC 分析が中心で，その他にも「認知症の理解」「コミュニケー

ションスキル」「認知症の人が楽しめる活動」などが含まれてい た。そし

て，マニュアルに沿って介護現場の職員研修を行い，その職員に実際に

BPSD へ介入してもらった効果を，無作為比較試験によって調べた。そ

の結果，介入群では統制群と比較して，行動異常，抑うつ，不安に関す

る評価点が，介入後に有意に低くなったことが報告されている。  

その後， Teri  e t  a l .（ 2005）のプログラムはアメリカ以外の国にも広

がり，現在では関連する研究もみられている（ブラジル Sere l l i  e t  a l . ,  

2017；イギリス  Goyder,  Orre l l ,  Wenborn ,  &  Spector  ,  2012；日本

Noguch i ,  Kawano ,  & Yamanaka  ,  2013）。  

しかし介護現場では，日々の業務の忙しさや勤務シフトなどにより，

職員が十分な研修機会を得ることが難しい場合も少なくない。実際に介

護現場で職員研修を行った際には，人員不足や職員のシフト調整の困難

さから，「研修への参加は代表者だけでもよいか」との声があがることも

あった。このように，介護現場では職員が研修へ参加することが難しい

といった切実な問題があるため，他の方法を考える必要がある。  
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4．研修に代わる方法としての行動コンサルテーション  

応用行動分析に基づく職員研修に代わる手立てを考える参考とし

て，行動コンサルテーション（ Behaviora l  C onsul ta t ion：以下 BC）が

ある。これは，応用行動分析的な立場から行われるコンサルテーション

で，クライエントの行動上の問題に悩むコンサルティ（相談者）に対

し，コンサルタントとコンサルティが協働して問題解決を図る手法であ

る（ Kratochwi l l  &  Bergn ,  1990；加藤・大石， 2004）。これまでは，

もっぱら学校場面で児童・生徒の問題行動を改善するために実施されて

きた。具体的には，問題となっている行動のアセスメントや介入計画の

立案に関してコンサルタント（例えば，巡回相談員）がコンサルティ

（例えば，教員）を支援し，クライエント（例えば，児童・生徒）への

介入はコンサルティを通じて行われる（図 P－ 1）。特に，①問題の同

定，②問題の分析，③計画の実行，④問題の評価の 4 段階からなるバ

ーガンのモデル（ Kratochwi l l  &  Bergan ,  1990）が用いられてきた。  
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一方，クライエント（施設の入居者）に対して，同じ場面で複数の

職員が関わる介護現場では，学校場面と異なる 2 種類の BC のモデルが

考えられる。まず， 1 つ目は，介護施設の個々の職員が，入居者の

BPSD に関する相談に来るタイプである（図 P－ 2 の上段）。このタイ

プは，相談に来た職員達だけでなく，相談に来なかった職員達も同僚関

係にあるので，コンサルテーションの内容を共有するのが難しくなるだ

ろう。その結果，介入の統一ができず問題が解決しない可能性がある。  

2 つ目は，介護施設のユニットリーダーが入居者の BPSD に関する相

談に来るタイプ（図 P－ 2 の下段）である。このタイプは，先程のタイプ

と異なり，日頃から職員に指示を出す立場の者が全職員の代表者として

相談に来ているため，コンサルテーションの内容が他の職員と共有され

やすくなる。その結果，職員全体で介入の統一を図ることができ，問題

が解決しやすいと予想される。  

前述のように，介護現場では研修機会の確保が難しいといった課題が

あるが，ユニットリーダーに対して BC を実施する「リーダー中心の BC」

ならば，職員研修を受けていない職員であっても，応用行動分析に基づ

く BPSD マネジメントが可能となるのではないだろうか。  
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5．介護現場での B PSD に関する BC の先行研究とその課題  

介護現場での BPSD に関する BC の先行研究を把握するために，文献

検索を行った。まず，英語文献として， PubMed で以下の式を用いて検

索したところ， 1865 件の文献が抽出された（ 2019 年 5 月 8 日時点）。

検索式は，（ behaviora l  c onsul ta t ion  OR  behavior  intervent ion  OR  

behavior  management  OR  behavior  ana lys is  OR  func t iona l  analys is  

OR consu l tat i on）  AND （ dementia  OR Alzheimer ' s  d isease  OR  

BPSD OR  cha l lenging  behavior  OR  nurs i ng  home）であった。  

ところが，以下の全ての基準に合致した論文はみられなかった。設

定した基準は 5 つで，①対象者は BPSD を示す者である，②アセスメ

ントや介入が応用行動分析に基づいている，③施設ケアを対象とした介

入である，④クライエントに直接介入をせず，コンサルテーションを受

けたコンサルティ（職員）がクライエントへの介入を行っている，⑤学

会発表や会議録以外である，といった内容であった。  

次に，和文献についても， CiNi i と医学中央雑誌を用いて，以下の式

を用いて検索したところ， CiNi i では 166 件（ 2019 年 5 月 7 日時点），

医学中央雑誌では 1251 件の文献が抽出された（ 2019 年 5 月 11 日時

点）。検索式は，（行動コンサルテーション OR  行動療法  OR  行動分析  

OR コンサルテーション） AND（認知症  OR  アルツハイマー病  OR  

BPSD OR  周辺症状  OR  介護施設  OR  高齢者施設）であった。  

英語文献では前述のように 5 つの基準に合致するものがなかった

が，和文献では抽出された中でこの基準に合致するものが 3 件（宮，

2008；宮・鑪・大川・成本， 2011；猪上・佐々木， 2018）みられた。

しかし，これらの中で，「行動コンサルテーション」という用語をタイ

トルや本文で使用しているものはなかった。また，「コンサルテーショ
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ン」という用語が使用されているのも，猪上・佐々木（ 2018）のみで

あった。  

表 P－ 2－ 1 と P－ 2－ 2 に，これら 3 件の概要を示した。まず，宮

（ 2008）の研究では，立場は不明ではあるが介護施設の職員 1 名（コ

ンサルティ）の来談により，介護抵抗や異食を示す認知症高齢者 1 事

例に関する相談を研究実施者であるコンサルタントが受けた。その後，

コンサルタントが応用行動分析の視点から，問題となっている行動の原

因の推定と介入計画の考案を行い，施設の複数の職員に介入計画を実施

してもった。その結果，介護抵抗や異食が改善した。この研究では， 1

名の職員へのコンサルテーションを通じて，複数の職員によるクライエ

ントへの介入が実施されているが，相談者であるコンサルティの立場が

不明である点で，前述のリーダー中心の BC モデル（図 P－ 2 の下段）

と異なっていた。  

また，宮（ 2008）では，介入計画や介入後の行動の変化などのクラ

イエントに関する記述が中心で，①応用行動分析的なアプローチでは重

要となる，問題（となっている行動）の発生状況に関する情報収集とし

て，コンサルティへどのような質問をしたのかが不明である。また，②

他の職員との介入計画の共有方法が示されておらず，③介入計画の実施

中のコンサルティへの結果のフィードバックの方法も不明である。その

ため再現が難しく，経験豊富なコンサルタントでないと実施が難しいと

思われる。  
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また，宮（ 2008）とは別の事例である宮ら（ 2011）の研究では，表

P－ 2－ 1 と P－ 2－ 2 に示したように，主任介護士とクライエントの家

族であるコンサルティが来談し，研究実施者であるコンサルタントが，

介護施設に入居する拒食を示す認知症高齢者 1 事例（クライエント）

について相談を受けた。その後，コンサルタントが，応用行動分析に基

づいてアセスメントと介入計画の立案を行い，複数の職員に介入計画を

実施してもらった。介入計画の実施中には定期的なケースカンファレン

スによって職員の対応や目標の統一が行われ，食事摂取量が少ない日に

は，主任介護士から職員に個別指導が行われた。その結果，問題となっ

ていた拒食が改善した。この研究では，リーダーの立場にある主任介護

士へのコンサルテーションを通じて，複数の職員がクライエントへの介

入を実施している点が，前述のリーダー中心の BC モデルと共通する。

しかし，宮（ 2008）で課題としてあげた①～③のうち，①問題の発生

状況に関する情報収集として，コンサルティへどのような質問をしたの

かは不明である。また，②他の職員との介入計画の共有方法も示されて

いない。  

一方，猪上・佐々木（ 2018）の研究では，介護施設の個々の職員か

ら入居者に関する相談を受け，そのうち，研究参加基準を満たした 3

事例について介入が行われた。まず，研究実施者であるコンサルタント

が，応用行動分析の視点に基づいてアセスメントをし，介入計画の原案

を作成した。その後，それをもとに現場で実際に実施できるかを ，各事

例で独立した施設の職員であるコンサルティと話し合って最終版を完成

させた。なお，各事例の標的行動は，それぞれ，頻回なナースコール，

帰宅願望，攻撃的な言動であった。立案した介入計画は，各コンサルテ

ィによって実施され，その結果，全事例において標的行動が改善した。
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この研究では，個々の職員がコンサルテーションを受け，その者がそれ

ぞれのクライエントへの介入を行っている（コンサルティと介入実施者

は同一人物である）点が，リーダー中心の BC モデルとは異なる。ま

た，宮（ 2008）で課題としてあげた①～③のうち，この研究でも，①

問題の発生状況に関する情報収集として，コンサルティへどのような質

問をしたのかが不明である。また，③介入計画の実施中のコンサルティ

への結果のフィードバックの方法も示されていない。  

以上のように，これまでは介護現場における BPSD に関する BC の研

究・報告自体が少なく，わずかにみられた研究では手続きが具体的に示

されていない部分が多かった。実際の介護現場で，一定の教育を受けた

コンサルタントならば誰でも実施できる BC とするには，手順化が必要

であるだろう。また，介護現場では前述のリーダー中心の B C モデルが

有効ではないかと思われるが，このモデルの効果を調べた研究が少ない。  

 

第 2 節  本論文の構成  

上記の課題を踏まえて本研究では，まず，介護現場における BPSD

に関するリーダー中心の BC モデルでの手続きを具体的に示し，この手

続きの有用性及び改良が必要な点を検討することを目的として，予備研

究を行った（第 1 研究）。次に，第 1 研究の課題をふまえて，介護現場

における BPSD に関する BC 全体の系統的な手順の作業仮説を立てた。

そして，事例をもとに作業仮説の適用可能性を検証することを目的とし

て研究を行った（第 2 章  第 2 研究）。  

最後に，第 1 研究と第 2 研究によって得られた知見をもとに総合考

察を行い，結論を述べた（第 3 章）。本研究の構成は，図 P－ 3 に示し

た通りである。  
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第 1 章  介護現場でのリーダー中心の BC モデルによる BPSD の改善

効果に関する予備研究（第 1 研究）  

第 1 節  第 1 研究の目的  

 介護現場におけるリーダー中心の BC モデルでの手続きを具体的に示

し，この手続きの有用性及び改良が必要な点を予備研究によって検討す

ることを目的とした。  

 

第 2 節  方法  

1．参加者の概要  

参加者の概要（コンサルティ，クライエント，職員）を事例ごとに表

1－ 1 に示した。まず， X 年 9 月末～同年 12 月末までの間に，ユニット

リーダーから BPSD に関する相談があった，大阪市内の介護施設（グル

ープホーム）に入居する認知症高齢者 3 名（事例 1－Ⅰ， 1－Ⅱ， 1－Ⅲ

の 3 事例）をクライエントとした。標的とした BPSD は，それぞれ，「他

の入居者の居室扉を開けること（探索を伴う徘徊）」，「他の入居者の飲物

をとること（盗食）」，「食事を拒否すること（拒食）」であった。  

コン サル タン トか らコ ンサ ルテ ーシ ョン を受 ける コン サル ティ は ユ

ニットリーダー（事例 1－ⅠとⅡは同じで計 2 名）であった。また，ク

ライエントが生活するユニットに配属されている，各事例で独立した他

の職員（各事例平均 6.7 名，計 20 名）も参加した。なお，他の職員は，

データ収集やクライエントへの介入の際に，コンサルティに協力した。  

コン サル ティ への 助言 及び デー タの 分析 を行 う コ ンサ ルタ ント と の

役割は，応用行動分析学を学び介護福祉士の資格を持つ大学院生（筆者）

が担った。コンサルティのスーパーバイザーとして，応用行動分析の知

識や経験のある大学教員が参加した。   
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事例1－Ⅰ 事例1－Ⅱ 事例1－Ⅲ

施設の種類 グループホーム

性別 男性

年代 30代

本施設での勤続年数 3年（開設時より勤務）

性別（年齢） 女性（77歳） 男性(70歳） 男性(80歳）

ADLの状態

・自立歩行可能

・日常生活で介助や

  働きかけ必要

・自立歩行可能

・ADL概ね自立

・うつ病の診断あり

・自立歩行可能

・ADL概ね自立

要介護度※ 3 3 2

障害高齢者の

日常生活自立度※
A1 A1 A2

認知症高齢者の

日常生活自立度※※
Ⅲa Ⅳ Ⅲa

N式老年者用精神状態

尺度（重症度）※※※
8点（重度） 27点（中等度） 15点（重度）

標的としたBPSD
他の入居者の居室の

扉を開けること

他の入居者の飲物をと

ること

食事を拒否すること

人数 6名 6名 8名

主たる資格（n）
介護福祉士（5）

ヘルパー2級(1)

介護福祉士(5)

ヘルパー2級（1）

介護福祉士(1)

ヘルパー2級（7）

本施設での平均勤続年

数（範囲）

1年6ヶ月

（1か月-2年）

1年7ヶ月

（1か月-2年）

2年

（6か月-3年5か月）

表1－1  参加者の概要

クライエント

注）ADL=Activities of Daily Living

　　要介護度及び※～※※印の評価結果は，施設のケース記録から直近のものを記載した

　　※※※印の評価はベースライン期に筆者が行った

      ※～※※※印の評価に関する資料（資料1－1，1－2，1－3）を本論文の巻末に掲載した

職員

コンサルティ

女性

30代

2年（開設時より勤務）

グループホーム
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2．リーダー中心の BC モデルでの手続き  

バーガンの 4 段階（問題の同定，問題の分析，計画の実行，問題の評

価 ） か ら な る B C の モ デ ル の 手 続 き が 示 さ れ て い る テ キ ス ト

（ Kratochwi l l  &  B ergan ,  1990；加藤・大石， 2004）を参考に，筆者が

介護場面にあわせて以下のように手続きを改変した。そして，コンサル

タントが各施設を訪問し，以下の手続きに沿って事例ごとに BC を行っ

た。なお，BC ではコンサルタントとコンサルティの協働が重視されてい

るため（ Kratochwi l l  &  B ergan ,  1990），図 1－ 1 では，以下の手続きの

主な内容を，コンサルタントとコンサルティが協働で行うものと，それ

ぞれで行うものに分けて示した。  

1）問題の同定及び問題の分析  

（ 1）アセスメント  

①インタビュー  ベースライン（以下， BL）期のアセスメントとして，

標的とする BPSD の定義とその行動の機能的アセスメントを目的とし，

コンサルタントがコンサルティへインタビューを実施した。機能的アセ

スメントとは，問題となる行動の原因を知るために，その行動の生起や

維持に関連する直前の状況や直後の状況（結果）に関する情報収集を行

うプロセスである（ Miltenberger,  200 1）。  

インタビューは，主に児童・生徒の行動のアセスメントを想定して作

成された O’Nei l l  e t  a l .（ 1997）のインタビュー項目を，必要に応じて介

護現場に合うよう言い回しを変えて用いた。なお，インタビューでは，

問題となっている行動を起こりやすくしている出来事をたずねる項目と

して「どんな薬を服用していますか？それが行動にどんな影響を与えて

いると思いますか？」や，問題となっている行動が起こりやすい場合の

直前のきっかけと，起こりにくい場合のきっかけをたずねる項目 として
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「行動 が最 も起こ りやす い時 間と， 最も起 こり にく い 時間は いつ です

か？」などが含まれていた。  

② BL データの収集  標的とした BPSD の生起状況に関する BL データ

の収集を，コンサルティが中心となり職員の協力のもと行ってもらった。

具体的には，勤務にあたっているコンサルティもしくは職員が標的とし

た BPSD を直接観察し，その行動が生起するたびに記録用紙に記録して

もらった。また，どのような場面・方法でデータを収集するのかについ

ては，コンサルタントとコンサルティで話し合い，実施負担に配慮しな

がら決定した。決定したデータ収集方法は，コンサルティから他の職員

へ個別で伝達してもらった。なお，各事例でデータ収集方法が異なるた

め，具体的なデータ収集方法については，結果の部分で事例ごとに示し

た。  

（ 2）介入計画の立案  

問題となる行動の原因を推測するために，アセスメントで得た情報を，

コンサルタントが標的とした BPSD の直前の状況（背景情報を含む）と

直後の状況として整理し，それをもとにクライエントへの介入計画の原

案を作成した。その後，コンサルティへ，整理した情報とあわせてこの

原案を提案し，両者で話し合いながら，実際に現場で実施可能な介入計

画を完成させた。なお，介入計画を完成させるにあたり，コンサルティ

を含む職員のスキルや実施負担，クライエントの好みや行動レパートリ

ーに留意した。  

また，コンサルタントとコンサルティで，介入計画の内容を示したマ

ニュアルも作成した。マニュアルは，介入計画の内容を A 4 用紙１枚に

簡潔にまとめたもので（介入はいつ・どこで・誰が・何をするかなどを

記載），介入計画の実施中に確認しやすい場所へコンサルティが設置した。 



21 

 

（ 3）他の職員への説明  

施設の既存の定例会議の機会を使い，コンサルティが中心となって，

介入計画の内容などの今回の取り組み内容をクライエントに関わる他の

職員に伝えた。また，コンサルタントからは，コンサルティへのインタ

ビューや B L データをもとに，必要に応じて介入計画の意味などの補足

説明を行った。介入計画の内容などに対して職員から質問が出れば，そ

の場でコンサルティ及びコンサルタントが回答した。なお，この定例会

議に参加できなかった職員に対しては，コンサルティが後日，その職員

に介入計画の内容を説明した。  

2）介入計画の実施とその効果の確認  

（ 1）介入計画の実施  

コンサルティを中心に職員全体で介入計画を実施してもらった。また，

それと並行して，コンサルティ及び職員には，基本的には B L 期と同じ

方法で，標的とした BPSD の生起状況に関するデータ収集を引き続き実

施してもらった。さらにそれに加えて，介入計画の実施状況などに関す

るデータ収集も行ってもらった。どのような方法でデータを収集するの

かについては，標的とした BPSD に関するデータ収集と同様に，実施負

担に配慮しながらコンサルタントとコンサルティの話し合いによって決

定した。そしてその方法は，コンサルティから他の職員へ個別で伝達し

てもらった。なお，具体的なデータ収集方法については，結果の部分で

事例ごとに示した。  

（ 2）介入計画の実施による効果の確認  

介入計画の実施期間中には，コンサルティを含む職員によって収集さ

れたデータをもとに，標的とした BPSD の生起状況や介入計画の実施状

況の日々の変化がわかるようにコンサルタントがグラフ化し，平均値な
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ども算出した。そして，それらをコンサルティに提示しながら， 週に１

回程度の間隔で約 30 分間のミーティングを行った。ここでは，介入効

果を判断するために，コンサルティを含む職員が介入計画を実行できて

いたか，標的とした BPSD が改善したかについてデータをもとに話し合

った。  

標的とした BPSD が改善しない場合には，介入計画の変更を行い，変

更した内容は，コンサルティから他の職員へ伝えてもらった。一方，標

的とした BPSD が改善した場合には，コンサルタントから B C の総括を

行い終結した。 BPSD が改善したかどうかの判断については，コンサル

タントがコンサルティに，データをグラフ化したものをみせながら標的

とした BPSD の生起状況（平均値など）や傾向（直近の連続する 3 つの

データポイントの方向性）を伝え，それをふまえてコンサルティに判断

してもらった。また，介入計画の実施を中止する際には，そのことをコ

ンサルティから職員に個別に伝達してもらい，順次介入を終了した。終

結後には，介入前の他の職員への説明と同じく，定例会議の場を利用し

て，コンサルティを中心に職員へ今回の介入による全体的な結果報告が

行われた。コンサルタントは，必要に応じてデータを示すなどの補足説

明を行った。  

なお，今回は介入効果を調べる研究であるため，後述の「 B L2 期」を

設けてそれを終えた後に職員への全体報告を行った。  
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3．研究デザイン  

 本手続きの有用性（ BPSD の改善効果）を明らかにするために，シン

グルケースデザインの ABA デザインを適用し，事例ごとに各フェイズ

間で標的とした BPSD の生起状況を比較した。フェイズ A は，施設での

通常の対応を行ってもらう BL 期とした。フェイズ B は， B C を通じて

立案した介入計画を実施してもらう介入期とした。介入期では，実際に

介入計画が実行に移されていたかの確認も合わせて行った。また，介入

計画の実施が標的とした BPSD に有効であるかを評価するために，介入

計画の実施を中止し て BL 期と同様の 対応を行ってもら った。 これを

BL2 期とした。  

なお，今回は，コンサルタント及びコンサルティの都合で， BL2 期の

後に再介入期（再び介入計画を実施してもらう）を設けることができな

かった。そのため，研究終了後の再介入の実施についてはコンサルティ

に委ねた。  

 

4．標的とした BPSD の変化及び介入計画の実施状況に関するデータの

収集方法と，その評価の方法  

コンサルティを含む職員によって，標的とした BPSD の変化と介入計

画の実施状況に関するデータを収集してもらった。データの収集方法は

各事例で異なっており，具体的な方法は結果の部分で事例ごとに示した。    

また，標的とした BPSD の変化と介入計画の実施状況に関する評価は，

前述のようにコンサルティに行ってもらった。その際には，収集された

データをもとに，標的とした BPSD の生起状況や介入計画の実施状況の

日々の変化がわかるようにコンサルタントがグラフ化したものや，平均

値などを示して，それをもとに判断してもらった。  
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5．コンサルティ及び職員が収集したデータの信頼性（観察者間一致率）  

コンサルティ及び職員によって収集された，標的とした BPSD に関

するデータと介入計画の実施状況に関するデータの信頼性を検討するた

めに，全観察期間の一部においてコンサルタントが独立して観察・デー

タ収集を行った。そして，コンサルティもしくは職員とコンサルタント

の 2 者間での観察者間一致率を，以下の式によって算出した。  

1）標的とした BPSD に関するデータ  

事例 1－Ⅰ「両者の観察結果が一致したインターバル数 ÷全インター

バル数 ×100」  

事例 1－Ⅱ「両者の観察結果が一致した観察機会数÷両者の観察機会

数 ×100」  

事例 1－Ⅲ「両者の観察機会における短い分数÷長い分数 ×100」  

2）介入計画の実施状況に関するデータ  

「両者の観察結果が一致した観察機会数÷両者の観察機会数 ×100」  

 

6．介入に対する受容性  

 クライエントへの介入に対するコンサルティ及び職員の受容性（社会

的妥当性）を評価するために，①介入計画の伝達後のクライエントへの

介入前と，② BL2 期を終えた介入全体の報告後に，介入の受容性アンケ

ートを実施した。このアンケートは，加藤・野口（ 2004）を参考にして

筆者が作成したもので，介入計画がクライエントや職員にメリットがあ

るかや，実行可能であるかを尋ねる 8 項目（以下メリット項目群）と，

介入計画がクライエントや職員，そしてその他の施設利用者に何らかの

リスクや負担を及ぼすかを尋ねる 5 項目（以下リスク・負担項目群）に

対して，４段階（ 0：思わない， 1：やや思う， 2：かなり思う， 3：非常
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に思う）で回答を求めた。さらに，アンケートの最後に部分には，今回

の介入に対する意見や感想を書き込める自由記述欄も設けた。  

 

7．倫理的配慮   

研究を行う前に，兵庫教育大学研究倫理審査会から承認（承認番号第

13 号）を得た。その後，協力施設の施設長及び対象者もしくは代諾者（家

族）に，書面と口頭で研究内容と倫理的配慮に関する説明を行った。  

 

第 3 節  結果  

1．各事例への BC の内容  

1）事例 1－Ⅰ  

（ 1） BL 期  

コンサルティへのインタビューによると，問題となっていた行動は，フ

ロアの共用スペースを囲むように並んでいる入居者達の居室の近くをう

ろうろし，居室の扉を次々と開けていくことで，  繰り返し生じること

から他の入居者とのトラブルにつながる可能性があった。そのため，標

的行動を「他の入居者の居室扉を開けること」とし，さらにインタビュ

ーを続けた。その結果，この行動の先行条件として，就寝前の時間帯の

ためクライエントがこの時間帯に過ごしている場所（フロアの共用スペ

ース）には人が少なくなり，人との関り機会が乏しくなっていた。この

ような状態にあったため，行動の直後にコンサルティを含む職員から注

意されることが，クライエントにとっては注目や社会的接触を得られる

機会として機能し，この行動が維持されていると考えられた（図 1－

2）。また，この就寝前の時間帯のために特定の活動設定がなく，認知

機能の低下により一人で趣味などの活動ができないクライエントにとっ
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ては，扉を開けること自体が楽しく（感覚的な刺激を得られる機会とな

っている），この行動が維持されているのではないかと推測された（図

1－ 2）。  

標的とした BPSD に関するデータの収集として，この行動がよくみ

られる 20 時から入眠までの間の時間（約 4 時間）に，その日の勤務に

あたっているコンサルティもしくは職員にこの行動を直接観察してもら

った。そして， 30 分間隔のインターバル記録法 注 でデータを収集して

もらい，参考として入眠時刻などについても記録してもらった。入眠の

定義は，自室のベッドでクライエントが臥床し， 10 分経過後も離床し

ない状態とした。なお，研究としては 30 分間隔のインターバルは長す

ぎると思われたが，現場での実施負担を考慮しこの時間間隔とした。そ

の結果，図 1－ 3 に示したように， BL 期（ 1 日目～ 9 日目）の標的とし

た BPSD の生起率は平均 27 .9%であった。  

そこで，標的とした BPSD を減少させるために，まずは，職員の注

目や社会的接触によりこの行動が維持されている状況を改善することと

した。そして，標的とした BPSD が生起してもできる限りクライエン

トへ関わりを控える消去手続き（ Mil tenberger ,  2001）による介入を計

画した（図 1－ 2）。  

また，介入計画の実施状況に関するデータ収集として，標的とした

BPSD の観察時間と同じ 20 時から入眠までの間の時間（約 4 時間）

に，介入計画を実施したかどうかをその実施者自身に記録してもらっ

た。  

（ 2）経過  

①介入 1 期   

図 1－ 3 に示したように，介入 1 期（ 10 日目～ 49 日目）では，コンサ
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ルティ及び職員が全日にわたって介入を実施し， BL 期に平均 27 .9 %で

あった標的とした B PSD の生起率が，平均 20 .6%に減少した。しかし，

コンサルティが期待したほどの減少ではなかった。  

②介入 2 期   

介入 1 期の結果をもとに，コンサルタントとコンサルティで介入の

効果があまり得られなかった原因について話し合った。そして，注目や

社会的接触に対する消去手続きを中止して，標的とした BPSD のもう

一方の維持要因として考えられた，何もすることがないので扉を開ける

こと自体が楽しい（感覚的な刺激を得られる機会となっている）といっ

た状況に対する介入に変更することとした（図 1－ 2）。介入として

は，クライエントが標的とした BPSD を起こさなくてもよいように，

活動の機会を設定することにした。ただし，就寝前の時間帯なので，激

しく身体を動かすような活動は避けた。具体的には，就寝前の時間を過

ごすフロアの共用スペースに，クライエントの好みの物品を職員が設置

する介入（環境設定）を計画した。好みの物品としては，余暇時間にク

ライエントが自ら関わっていた，犬のぬいぐるみ，タオルなどを用い

た。  

その結果，介入 2 期（ 50 日目～ 58 日目）でも，コンサルティを含む

職員は全日にわたり介入を実施し，標的とした BPSD は平均 10 .1％に減

少した（図 1－ 3）。だがその一方で，クライエントの居室での入眠開始

時刻が，BL 期（平均 0 時 48 分）や介入 1 期（平均 23 時 50 分）よりも

遅くなった  （平均 1 時 36 分）。  

③介入 3 期   

入眠開始時刻が遅くなることをコンサルティが問題視したため， こ

の原因について，コンサルタントとコンサルティで話し合った。その結
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果，入眠開始時刻が遅くなった原因は，クライエントが設置された物品

と関わるうちにその場で傾眠し，職員が居室へ誘導しようとするが，そ

の移動の途中で本人が覚醒し再び共用スペースに戻るためだと考えられ

た。そこで，傾眠し始めたクライエントを覚醒させることなくスムーズ

に居室のベッドで入眠してもらうことを目指して，介入場面を共用スペ

ースから居室に変更した（図 1－ 2）。  

その結果，介入 3 期（ 59 日目～ 70 日目）でもコンサルティを含む職

員は全日にわたって介入を実施し，エピソードとしてではあるが標的と

した BPSD が生起していない間にクライエントが設置した物品と関わっ

ている様子が頻繁に観察されていた。そして，入眠開始時刻の平均が 23

時 9 分と BL 期や介入 1 期よりも早くなり，標的とした BPSD の生起率

も平均 7 .5％に減少した（図 1－ 3）。このことをコンサルティに伝え，

介入効果があったとコンサルティによって判断されたため終結した。  

④ BL2 期  

研究のために設けた BL2 期（ 71 日目～ 75 日目）では，入眠開始時刻

の平均が 1 時 26 分とこれまでのフェイズよりも遅くなり，標的とした

BPSD の平均生起率は 8 .6％と介入 2 期よりもわずかに増加した（図 1－

3）。  
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　「他の入居者の居室の扉を開ける」が生起する状況の原因仮説（ベースライン）

背景情報 直前の状況 問題となっている行動 直後の状況

・認知機能の低下により

一人で趣味の活動ができ

ない

・時間帯：就寝前の時間

・場所：フロアの共用スペース

（それを囲むように入居者達

の居室が並んでいる）

・場面：夜なので周囲に人

が少なく人との関り機会が

乏しい

・状態：夜なので特定の

活動設定がない

他の入居者の居室の近く

をうろうろし，居室の扉を

次々と開ける

・職員から注意される

（注目や社会的接触が

得られる）

・扉を開けること自体が

楽しい（感覚的な刺激が

得られる）

直前の状況への介入 問題となっている行動 直後の状況への介入

介入計画1

特になし　ベースラインと同じ 他の入居者の居室の近く

をうろうろし，居室の扉を

次々と開ける

行動がみられても，職員は

できる限り本人への関わり

を控える

直前の状況への介入 問題となっている行動 直後の状況への介入

フロアの共用スペースに，

本人の好みの物品を設置

する

他の入居者の居室の近く

をうろうろし，居室の扉を

次々と開ける

特になし　ベースラインと同

じ

望ましい行動 直後の状況への介入

活動に従事する 特になし

直前の状況への介入 問題となっている行動 直後の状況への介入

本人の居室に，本人の

好みの物品を設置する

※介入計画2と実施場所が

異なる

他の入居者の居室の近く

をうろうろし，居室の扉を

次々と開ける

特になし　ベースラインと同

じ

望ましい行動 直後の状況への介入

活動に従事する 特になし

先行条件

図1－2　事例1－Ⅰの　「他の入居者の居室の扉を開ける」の生起状況の原因仮説とそれに基づく介入計画の内容

介入計画2

介入計画3
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2）事例 1－Ⅱ  

（ 1） BL 期  

インタビューによると，問題となっていた行動は他の入居者の飲物を

とることで，これまでに何度もみられていた。標的行動を「他の入居者

の飲物をとること」とし，インタビューを続けたところ，この行動は，

フロアの共用スペースで過ごす入居者達に，職員がコップに入れた飲物

を配る場面（ 10 時と 15 時。それぞれを場面 1 と場面 2 とする）で生じ

ていることが明らかとなった。具体的には，自身の飲物を飲み終えた後

に，まだ口をつけていない他の入居者の飲物のところへ行き無断でそれ

を飲んでいた。なお，以前は配られた飲物を飲み終えた後に，職員に追

加の飲物を求める発言をしていたが，現在はそれがみられなくなってい

た。また，他の場面でも，他の入居者が読んでいる新聞を無言でとり上

げるなどの衝動的で落ち着きのない様子がみられており，これまでに薬

物療法や気分転換のために散歩機会を毎日設けたが効果がなかった。こ

れらのことから，標的とした BPSD は，クライエントがより多くの飲物

を得るために生じているのではないかと推測された（図 1－ 4）。  

標的とした BPSD に関するデータの収集として， 10 時と 15 時に，

職員が飲物の入ったコップを配り始めてから全ての入居者のコップを回

収し終えるまでの間，その日の勤務にあたっているコンサルティもしく

は職員にこの行動を直接観察してもらった。そして，標的とした BPSD

がみられたかどうかを記録してもらい，参考として，その時の様子（行

動の直前と直後）もチェックリストにチェックしてもらった。その結

果， BL 期（場面 1， 2 ともに 1 日目～ 5 日目）では，場面 1 で 5 日の

うち 3 日（生起率 60％），場面 2 で 5 日のうち 4 日（生起率 80％），こ

の行動が生じていた（図 1－ 5）。  
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そこで，標的とした BPSD を起こすことでさらに飲物が得られてい

る状況を改善することで，標的とした BPSD の減少を目指した。具体

的には，クライエントが他の入居者のテーブルに近づいた時点でコンサ

ルティもしくは職員がクライエントに声をかけて，標的とした BPSD

の代替となる社会的に望ましい行動として飲物を要求する発言を促すこ

ととした。そして，それに対して飲物を提供する代替行動分化強化法

（ di f f erent ia l  r e in forcement  o f  a l t ernat ive  behav ior：以下 DRA；

Miltenberger ,  2001）を計画した（図 1－ 4）。なお，介入計画の実施

状況に関するデータ収集は，標的とした BPSD のデータ収集と同じ場

面で，介入計画を実施したかどうかをその実施者自身に記録してもらっ

た。  

（ 2）経過  

①介入 1 期  

図 1－ 5 に示したように，介入 1 期（場面 1 は 6 日目～ 11 日目，場

面 2 は 6 日目～ 9 日目）では，条件変更後の 1 日を除き，全日にわたり

介入が実施されたことがコンサルティ及び職員の記録に記されていた。

しかし，標的とした BPSD は，場面 1 で 6 日のうち 5 日（生起率

83％），場面 2 で 4 日のうち 3 日（生起率 75％）みられ， B L 期から大

きな減少はみられなかった。  

②介入 2 期  

標的とした BPSD が改善しなかった原因を，コンサルタントとコン

サルティで話し合ったところ， DRA を正しく実施できていない職員が

いたことが，コンサルタントの観察やコンサルティの報告から明らかと

なった。実際には標的とした BPSD が生じる前に代替行動に誘導でき

ず，標的とした BPSD が生じた後に代替行動への誘導と飲物の提供が
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行われていた。そのため，より簡単な介入計画として，最初に配る飲物

とともに追加分の飲物をボトルに入れて提供する介入（環境設定）に変

更した（図 1－ 4）。  

その結果，介入 2 期（場面 1 は 12 日目～ 18 日目，場面 2 は 10 日目

～ 16 日目）では全日にわたり介入が行われ（図 1－ 5），標的とした BPSD

は両場面ともに生じなかった。また，手続きの不履行も生じなかった。

標的とした BPSD が改善したことから終結に至った。  

③ BL2 期  

BL2 期（場面 1 は 19 日目～ 27 日目，場面 2 は 17 日目～ 27 日目）

では，図 1－ 5 に示したように，条件変更直後に標的とした BPSD が生

じたが，その後は生じなかった。  
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　「他の入居者の飲物をとる」が生起する状況の原因仮説（ベースライン）

背景情報 直前の状況 問題となっている行動 直後の状況

・以前は追加の飲物が欲し

いと職員に言えていた

・他の場面でも衝動的で落ち

着きがない

・時間帯：10時と15時

職員が各入居者に飲物を

配った後

・場所：フロアの共用スペース

・状態：自分の飲物は飲み

終えたが，他の入居者の

飲物は配られたまま口をつけ

ずに残っている

他の入居者に配られた飲物

を，無断でとって飲む

より多くの飲物が得られる

直前の状況への介入 問題となっている行動 直後の状況への介入

本人が他の入居者のテーブル

に近づいた時に，追加の

飲物が欲しいと言えるように

促す

他の入居者に配られた飲物

を，無断でとって飲む

特になし　ベースラインと同じ

望ましい行動 直後の状況への介入

職員に「おかわりをください」

と言う

追加の飲物を本人に渡す

直前の状況への介入 問題となっている行動 直後の状況への介入

追加分の飲物を

ボトルに入れて提供する

他の入居者に配られた飲物

を，無断でとって飲む

特になし　ベースラインと同じ

望ましい行動 直後の状況への介入

ボトルに入った飲物を飲む 特になし

先行条件

介入計画1

介入計画2

図1－4　事例1－Ⅱの　「他の入居者の飲物をとる」の生起状況の原因仮説とそれに基づく介入計画の内容
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3）事例 1－Ⅲ  

（ 1） BL 期  

本事例では，クライエントが食事場面の特に夕食場面で食事を拒否

し，職員が繰り返し勧めることで摂食できている状態のため（全く摂食

しないこともある），スムーズに摂食できる対応はないかとの相談があ

った。拒食の具体的な様子としては，食事を前にしても摂食を開始せず

に無言で着席していたり，摂食を拒否する発言（怒った口調で「いら

ん」「なんでそんなんするんや」など）がみられるとのことであった。  

BL 期のデータ収集として，その日の勤務にあたっていたコンサルテ

ィもしくは職員に，夕食の配膳後から摂食を開始するまでの潜時を記録

してもらい，参考として昼食と夕食の配膳時刻なども記録してもらった。

その結果， BL 期（ 1 日目～ 29 日目）の摂食潜時は平均 13 分（範囲は 0

～ 125 分）で，夕食を全く摂食しない日がこの間に 2 日間あったことが

確認された（図 1－ 7）。また，夕食の配膳時刻は 18～ 19 時頃と決められ

ていたが，昼食の配膳時刻は決められておらず（ BL 期での範囲は 12 時

～ 15 時 30 分），昼食の配膳時刻が 13 時頃までの日に夕食の摂食潜時が

比較的短くなる傾向が明らかとなった。なお，この期間中に，食事場面

での座席変更などの物理的な環境の変化はなかった。さらにコンサルテ

ィへのインタビューから，クライエントに関する情報として，日頃から

言葉が出にくく意思をうまく伝えられないことが明らかとなった  

これらのことから，図 1－ 6 に示したように，昼食から夕食までの時

間間隔が短いことでクライエントの満腹感が解消せず，夕食時の摂食行

動の開始に影響を及ぼしていると考えられた。また，クライエントが自

分の身体状況（満腹であること）を言葉でうまく伝えられないため，食

事を拒否するといった行動の形で表れているのだと推測された。そこで，
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昼食と夕食の配膳時刻の感覚が短すぎる状況を改善することで，摂食潜

時の短縮（食事拒否の減少）を目指して，昼食の配膳を 13 時までに行

い，昼食と夕食の時間間隔をあける計画（環境設定）を立てた（図 1－

6）。なお，介入計画の実施状況に関するデータ収集は，その日の昼食の

配膳担当にあたっている者自身に，実施したかどうかを記録してもらっ

た。  

（ 2）経過  

①介入期  

介入期（ 30 日目～ 39 日目）では，職員が 1 日を除いて介入を実施し，

クライエントの摂食潜時は平均 3 分（範囲は 0～ 20 分）に短縮した（図

1－ 7）。また，全く摂食しない日もなかった。この結果をコンサルティに

伝え，拒食が改善したと判断されたため終結に至った。  

② BL2 期  

図 1－ 7 に示したように，BL2 期（ 40 日目～ 55 日目）では，摂食潜時

の平均が 27 分（範囲は 0～ 115 分）と再び長くなったが，全く摂食しな

い日はなかった。  
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背景情報 直前の状況 問題となっている行動 直後の状況

・昼食と夕食の配膳時間

の間隔が短い

・言葉が出にくく意思をうまく

伝えられない

・時間帯：18時～19時

・場所：食堂

・場面：職員が夕食を配り

摂食を勧める

・状態：空腹でない

食事を拒否する 食べたくない食事を回避

できる

直前の状況への介入 問題となっている行動 直後の状況への介入

昼食と夕食の配膳時間の

間隔をあける

食事を拒否する 特になし　ベースラインと同じ

望ましい行動 直後の状況への介入

食事をする 特になし

先行条件

介入計画

図1－6　事例1－Ⅲの　「食事拒否」の生起状況の原因仮説とそれに基づく介入計画の内容

　「食事拒否」が生起する状況の原因仮説（ベースライン）
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2．コンサルティ及び職員が収集したデータの信頼性（観察者間一致率）   

コンサルティ及び職員によって収集された，標的とした BPSD に関

するデータと介入計画の実施状況に関するデータの信頼性確認するため

に，方法の部分で示した算出式を用いてコンサルタントが収集したデー

タとの一致率を算出した。その結果，一致率は，事例 1－Ⅱの介入行動

のみ 78％（場面 1）と 82％（場面 2）と低かったが，それ以外は 89～

100％の範囲にあった。  

なお，全観察期間のうちコンサルタントが観察を行った期間の割合

は，コンサルティ及びコンサルタントの都合により各事例で異なり，事

例 1－Ⅱは 25％，事例 1－Ⅱの場面 1 が 32％で場面 2 が 39％，事例 1

－Ⅲは 31%となった。  

 

3．介入の受容性アンケートの結果  

1）各項目への回答  

 介入計画の実施前と介入を全て終えた時点において，介入の受容性ア

ンケートの各項目に「思わない」と回答した人数と，担当職員数（コン

サルティを含む）に対する割合を事例ごとに表 1－ 2 に示した。ここで

の「思わない」という回答は，メリット項目群（表 1－ 2 では M で表記）

では，「メリットがあるとは思わない」という，介入に対する否定的な回

答を意味しており，一方，リスク・負担項目群（表 1－ 2 では R で表記）

では，「リスクや負担があるとは思わない」という介入に対する肯定的

な回答を意味している。  

まず，メリット項目群では，介入前の時点で，「改善に至るか（ M-2）」

「即時的変化があるか（ M-3）」「すぐに実行できるか（ M-8）」の 3 項目

で否定的な回答がみられたが，介入後ではそれらの項目に対する否定的
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な回答が全て減少した。しかし，事例 1－Ⅱの 1 名のみで，介入後に「支

援はわかりやすいか（ M-7）」に対する，否定的な回答が新たに現れた。 

リスク・負担項目群では，介入前の時点において，全ての項目で肯定

的な回答がすでに 3 割から 7 割程度みられていた。介入後は，事例 1－

Ⅰの「他の入所者への悪影響はあるか（ R-2）」と，事例 1－Ⅲの「 1 日の

実施回数は多いか（ R-4）」で肯定的な回答が減少したが，それ以外の項

目では肯定的な回答が増加した，もしくは変化がみられなかった。  
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介入前 介入後 介入前 介入後 介入前 介入後

クライエントの利益

0/7人 0/7人 0/7人 0/7人 0/9人 0/9人

(0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%)

 M-2）改善に至るか 1/7人 0/7人 2/7人 0/7人 0/9人 0/9人

(14.3%) (0%) (28.6％) (0%) (0%) (0%)

 M-3）即時的変化があるか 1/7人 0/7人 3/7人 2/7人 1/9人 0/9人

(14.3%) (0%) (42.9％) (28.6％) (11.1％) (0%)

職員の利益

0/7人 0/7人 0/7人 0/7人 0/9人 0/9人

(0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%)

0/7人 0/7人 0/7人 0/7人 0/9人 0/9人

(0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%)

実行可能性

0/7人 0/7人 0/7人 0/7人 0/9人 0/9人

(0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%)

0/7人 0/7人 0/7人 0/7人 0/9人 0/9人

(0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%)

M-8）すぐに実行できるか 0/7人 0/7人 2/7人 0/7人 0/9人 0/9人

(0%) (0%) (28.6％) (0%) (0%) (0%)

クライエントや他の入居者へのリスク

3/7人 5/7人 4/7人 5/7人 5/9人 7/9人

(43) (71) (57.1％) (71) (55.6％) (77.8％)

2/7人 0/7人 3/7人 3/7人 6/9人 8/9人

(28.6％) (0%) (42.9％) (42.9％) (66.7%) (88.9％)

職員の負担

R-3）時間がかかるか 3/7人 4/7人 3/7人 4/7人 4/9人 5/9人

(42.9％) (57.1％) (42.9％) (57.1％) (44.4％) (55.6％)

2/7人 2/7人 3/7人 3/7人 6/9人 5/9人

(28.6％) (28.6％) (42.9％) (42.9％) (66.7%) (55.6％)

R-5）負担度は大きいか 3/7人 3/7人 2/7人 3/7人 5/9人 6/9人

(42.9％) (42.9％) (28.6％) (42.9％) (55.6％) (66.7%)

注）本アンケートの結果は，職員だけでなくコンサルティの回答も含まれている

 M-7）支援はわかりやすいか

R-1）支援はクライエントに対して

          リスクになるか

R-2）他の入所者への悪影響は

　　  あるか

R-4）１日の実施回数は多いか

表1－2　介入の受容性アンケートの結果

（「思わない」と回答した人数と割合）

質問項目

 M-1）クライエントのためになるか

 M-4）職員にとって支援の

           重要性はあるか

M-5）職員の今後の支援に

　　  プラスになるか

 M-6）普段の業務に取り入れる

           ことができるか

事例1－Ⅰ（Ｎ＝７） 事例1－Ⅱ（Ｎ＝７） 事例1－Ⅲ（Ｎ＝9）
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2）自由記述欄に記載された内容  

介入後の介入の受容性アンケートの自由記述欄に記載された，今回の

介入に対する意見及び感想を事例ごとに示した。  

事例 1－Ⅰでは，今回の介入に対する意見及び感想として「支援によ

って問題となっていた行動が減るだけでなく，本人が入眠までの時間を

落ち着いて過ごせるようになった。また，変動はあるが本人の入眠時間

も増えた」「今までよりも，本人について考える時間が増え，他の場面で

も工夫するようになった」「記録面での負担が大きかった」「夜勤では職

員が１名となるため，本人の行動を観察する負担があった」との記述が

あった。  

事例 1－Ⅱでは，事例 1－Ⅰと同様に「記録面での負担が大きかっ

た」との記述があった。  

事例 1－Ⅲでは，「摂食が困難であることはわかっていたが，これま

では特別な工夫をすることはなかった。今回の取り組みを通じて本人に

対する意識が変わった」「本人への自身の対応の仕方を振り返る機会に

なった」との記述があった。  

 

第 4 節  考察  

1．本手続きの有用性について  

本研究では，ユニットリーダーをコンサルティとし，その者を中心に

他の職員とともに介入計画を実施してもらう，リーダー中心の BC モデ

ルを考案した。そして，このモデルでの手続きを具体的に示し，その有

用性及び改良が必要な点を予備的研究によって調べた。  

その結果， 3 事例中 1 事例では最初の介入計画で標的とした BPSD が

改善したが，他の 2 事例では改善しなかった。しかし，この 2 事例に関
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して，介入計画を変更し再度介入を行ったところ，最終的には標的とし

た BPSD の改善がみられた。このようなことから，今回は事例研究の段

階ではあるが，職員研修を行わなくとも，本手続きによるコンサルテー

ションを行うことで， BPSD の改善効果が得られることが示唆された。  

また，今回は研究として実施したため，介入効果をより明らかにする

ことを目的とし，介入後に介入計画の実施を中止して BL 期と同様の対

応を行ってもらう条件（ BL2）を設定した。この条件では，標的とした

BPSD が再び悪化すると予想され，今回の 3 事例中 2 事例は予想通りで

あった。しかし残る１事例（事例 1－Ⅱ）では，介入を中止した直後に

標的とした BPSD が生じたが，その後は生じなかった。この理由につい

て，介入場面以外で本事例への対応が変わった，本事例の全般的な活動

レベルが低下したなどが考えられるが，推測の域を超えない。なお，本

来は介入中止後に再介入条件を設けるべきであったが，手続きの部分に

記述したように，介入を除去した条件のまま研究を終了しなければなら

なかったため，その後の再介入の実施はコンサルティに委ねた。  

 

2．介入方略について  

本研究で各事例に対して用いられた介入方略についてみていくと，効

果がみられた介入はいずれも先行子操作であった。介入方略の中には結

果操作や先行子操作などがあるが，介護現場で応用行動分析に基づく介

護者研修を行った野口・山中（ 2015）が述べているように，環境設定な

どの先行子操作は，支援者が無理なく取り組める支援方法であり，多忙

な介護現場に適しているのかもしれない。また，学校教育現場において，

BC の効果を検証した道城（ 2012）で提案された介入も，同じく先行子

操作であった。つまり，結果操作ではクライエントの行動を観察し続け，
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クライエントの行動に合わせて介護者が対応を変える（例えば，強化す

る／しないなど）必要があるが，先行子操作では，環境・刺激を設定す

るだけで済む。加えて，クライエントに関わる職員が複数いる状況で結

果操作を行う際には，職員間で一貫した対応が求められるが，それより

も環境設定を一定にする方が容易であると思われる。よって，あくまで

もクライエントや介入計画を実施する職員の状況を考慮した上でではあ

るが，今後も介護現場においては，介入計画の中に先行子操作を積極的

にとりいれていくといった方向性が考えられるだろう。  

さらに変化を事例ごとにみていくと，事例 1－Ⅰでは，環境内の刺激

が乏しいことが，刺激探索行動としての標的とした BPSD を出現させ

ていたが，介入によって居室内が豊かな環境になった，すなわち環境豊

穣化（ envi ronmental  en r i chment ;  Horner ,  1980）によって，標的と

した BPSD が減少したと考えられる。また，事例 1－Ⅱでは，職員によ

って飲物の追加要求が遮断されていたために，要求行動として標的とし

た BPSD が生じていたところ，介入によって自己判断で飲物の入手が

可能になり，標的とした BPSD が減少したと考えられる。さらに，事

例 1－Ⅲでは，介入前は，昼食をとる時刻の自由度が高く，クライエン

トが好きな時間に食事をとることができていたが，その反面，昼食の時

刻が遅くなることで満腹感が解消されず，夕食時に望ましくない影響

（摂食潜時の延長や拒食）が生じていた。しかし，介入によって飽和状

態が解消されたことで，摂食潜時の短縮や拒食の解消などにつながった

と考えられる。これらのことから，今回の BC を通じて作成された介入

計画は，標的とした BPSD の改善のみならず，クライエント自身の生

活の豊かさにつながるものであり，職員とクライエントの双方にとって

有益なものであったと言えるだろう。認知症では，新たな行動を学習す
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ることは難しい。しかし，本研究の事例のように， BC を通じて機能的

アセスメントを行い，クライエントの能力や好みを加味して周囲の環境

を整えることで， B PSD に代わる望ましい行動の生起を促せる可能性が

ある。介護者は BPSD に目を向けがちであるが，生命にかかわるよう

な場合でなければ，発想を転換し， BPSD と対立する望ましい行動に目

を向け，望ましい行動の獲得（生起）に働きかけることも重要であると

思われる（杉山， 2017）。  

 

3．介入の受容性アンケートの結果について  

介入の受容性アンケートに関して，まず，メリット項目群では，介入

前の時点で，先述した 3 項目に否定的な回答がみられていたが，介入後

にはその 3 項目においても否定的な回答が減少した。これは，職員が介

入に対するメリットを介入前からある程度は予想していたが，実際に介

入を行うことで，さらに多くのメリットを実感することができたためで

あると考えられる。ただし，例外として，介入後に事例 1－Ⅱの 1 名の

みで，「支援はわかりやすいか（ M-7）」に対する否定的な回答が新たに

現れたが，これは，事例 1－Ⅱの DRA が他の介入法と比べて複雑であっ

たことが原因ではないかと思われる。  

 一方，リスク・負担項目群では，介入前の全項目において，リスクや

負担があるとは思わないとの肯定的回答がある程度みられていたが，リ

スクや負担があると予想する者も少なからず存在していた。しかし，介

入後には 2 項目を除く多くの項目で肯定的な回答が増加し，肯定的でな

い回答は減少した。これは，実際に介入を行うことで，リスクや負担は

事前に予想したほどではなかったと，職員が実感できたためであると思

われる。しかし，介入後に肯定的な回答が減少した項目，つまり，リス



48 

 

クや負担が予想以上だった項目もあり，その 1 つは，事例 1－Ⅰの「他

の入所者への悪影響（ R -2）」であった。これは，夜間は職員が 1 名にな

るため，クライエントに注目していると他の入居者への配慮がおろそか

になるためであると考えられる。このことは，今回のような状況下の介

入では多少なりとも生じる可能性があり，今後は予想されるリスクや負

担として職員に事前説明をしておくことが望ましいだろう。また，事例

1－Ⅲの「 1 日の実施回数は多いか（ R -4）」も，リスクや負担が予想以上

であった項目の 1 つで，これはコンサルティから職員の感想として報告

された「記録の負担」が影響していると思われる。BC では，コンサルタ

ントが現場に常に立ち会ってはいないため，記録は重要な要素である。

実施者が，この重要な要素である記録の方に負担を感じるのであれば，

より簡便な記録を工夫する必要性が出てくるであろう。そのためにも，

負担が，実施と記録のどちらにあるのかを，分離して尋ねることが必要

であった。  

自由記述欄においては，事例 1－Ⅰや事例 1－Ⅲで，他の場面でも工

夫するようになったこと，クライエントに対する意識が変わったこと，

自身の対応の振り返り機会になったことなどの記述がみられた。これら

のことから，BC は，職員に対して，自身の対応がクライエントの行動に

影響を及ぼす可能性があることを気付かせる役割も果たしていたと考え

られ，研修や on‐ the - job  tra in ing の機能を果たすことが期待できる。  

 

4．改良が必要な点について  

1）介入計画の実施後に標的とした BPSD が改善しない場合の対応につ

いて  

本研究に参加した 3 事例中 2 事例（事例 1－Ⅰと 1－Ⅱ）は，最終的
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には BPSD が改善したが，最初の介入計画では標的とした BPSD が改善

しなかった。リーダー中心の BC モデルでは，立案した介入計画をコン

サルティが他の複数の職員に伝達して実施してもらう。このような場合

には，今回の事例 1－Ⅱの DRA（介入 1）のような，介入計画が正確に

伝わっていない，もしくは正確に理解できていないことが原因で正しく

実施できず， BPSD が改善しないことも良くあることだと思われる。ま

た，リーダー中心の BC モデルに関わらず，介入計画自体の問題により

BPSD が改善されない場合もあるだろう。  

本研究では，このような介入計画の実施後に BPSD が改善しない場合

にどのような対応をすべきかについて手続きを示していなかった。その

ため，特にコンサルタントが不慣れな場合には， BPSD が改善しない原

因探しと，それに応じた対応法の選択に多くの時間を要する可能性があ

る。経験豊富なコンサルタントでなくとも，このような事態に効率的に

対応できるよう手続き化する必要があると考えられた。  

2）介入以外の相談ニーズについて  

これまで BC はもっぱら学校教育場面で実施され，効果が示されてい

たが，今回の予備研究によって，介護現場でも BC の手法が活用できる

ことが確認された。しかし，実際の介護現場では今回のような，BPSD を

改善するための有効な方法を知りたいといった相談ニーズだけでな いと

思われる。例えば，今回の研究を通じて，複数の職員がシフト勤務で働

く介護現場では，現状の対応で効果があるのかを全体でとらえることが

難しいことを痛感した。また，介護現場の職員達だけでは，問題となっ

ている行動をどのように測定してよいのかがわからないといった 声もあ

がっていた。そのため，応用行動分析の視点からアセスメントを行い，

その結果をもとに現在の対応を続けるべきかどうかといった助言を行う
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ことも，BC の重要な役割であると思われる。さらに，BC による対応で

はなく，薬物療法や他の適切な施設へのリファーが必要になる場合もあ

るだろう。  

本研究では， BPSD を改善するために介入計画を立案して実施しても

らう流れの手続きは示したが，これ以外の前述のようなパターンの手続

きは示していない。介護現場において， BPSD に関する BC を円滑にす

すめるためには，これらをふまえた BC の手順化が必要だと思われる。  

3）アセスメント（コンサルティへのインタビュー）について  

本研究では，標的とした BPSD の機能的アセスメントを目的に，学校

教育現場を想定して作成された O’Nei l l  e t  a l .（ 1997）のインタビュー項

目を，介護場面に合うように必要に応じて言い回しをかえて使用した。

その結果， 3 事例ともに，この項目に沿ったコンサルティへのインタビ

ューに約 120 分の時間を要した。O’Nei l l  e t  a l .（ 1997）では，この質問

項目を使用することにより，インタビューで焦点を絞るところやその効

率を一定に保てるはずだが，長時間の話し合いを要する場合もあると述

べている。しかし，多忙な介護現場で実施するには，アセスメントに多

くの時間を費やすことは現実的ではないと思われる。そのため， アセス

メントの精度をある程度保持しながらも，今回よりも効率的にインタビ

ューが実施できるように，何らかの工夫（例えば，インタビュー項目の

厳選など）が必要である。  

 

 

脚注  

インターバル記録法とは，行動を観察する時間をなどしいインターバ

ルに分け，そのインターバル内に標的とした行動が生じたか，生じなか
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ったかで記録を行う方法である（ Mil tenberger,  2001）。例えば， 4 時間

を 30 分間隔のインターバルに分けた場合，インターバル数は 8 になる。

そのうち 4 つのインターバルで標的行動が観察されれば 4 /8 なので，全

インターバルの 50％で標的行動が生じたことになる。  

 

付記  

本研究のデータは，筆者が兵庫教育大学大学院修士課程に在籍中に収  

集したもので，修士論文として同大学で中間報告を行った。その後，筑

波大学大学院博士後期課程（ 2013 年度入学）に進学し，さらにデータの

分析やまとめをし，主要な部分は 2017 年に「行動療法研究」 43 巻に掲

載された（石川愛・大野裕史・山中克夫「介護現場における認知症の行

動・心理症状に関する行動コンサルテーションの効果－予備的介入－」）。

第 1 研究は，この論文に図表を追加し，加筆・修正をしたものである。 
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第 2 章  介護現場における BPSD に関する行動コンサルテーション手

順の考案－事例研究を通じて－（第 2 研究）  

第 1 節  第 2 研究の背景と目的  

第 1 研究では，介護現場におけるリーダー中心の BC モデルでの BC

を手順化した。これをもとに 3 事例への BC を行ったところ，最終的に

は標的とした BPSD が改善したことから，本手順の有効性が示唆され

た。また，改良が必要な点としては，①介入計画の実施後に標的とした

BPSD が改善しない場合もあるため，その場合の対応手続きを示すこ

と，②アセスメント結果をもとに助言するのみで終結する場合や，薬物

療法やより適した施設へのリファーが必要となる場合などの介入以外の

パターンにも対応した手続きも示すこと，③機能的アセスメントの中の

コンサルティへのインタビューを効率化することが考えられた。  

そこで第 2 研究では，上記の課題をもとに，介護現場での BPSD に

関する BC 全体の系統的な手順の作業仮説を立て，その適用可能性を事

例をもとに検証することを目的とした。  

 

第 2 節  方法  

1． BPSD に関する BC 全体の系統的な手順の作業仮説の立案  

BPSD に関する BC 全体の系統的な手順の作業仮設の立案にあたり，

介入計画の実施後に標的とした BPSD が改善しない場合の対応法が示

され，介入以外の相談ニーズにも対応できる BC の手順化は，学校場面

の児童・生徒の問題行動に関しても行われていない。そこで参考になる

ものを探したところ，近接領域の認知行動療法ではあるが， BPSD マネ

ジメントの手順がフローチャートに示された例があった（ James ,  

2011；図 2－ 1）。  
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これは，イギリスで BPSD の対応・相談を行っているニューキャッ

スル・チャレンジング行動臨床チームの実践手順を James がまとめた

ものである。しかし，この手順では，マネジメント全体の中の非薬物療

法によるコンサルテーションの部分として，助言と機能的分析が示され

ているに過ぎない（図 2－ 1 の網掛け部分）。特に，助言に関しては詳

細が示されていない。なお，ここでの機能的分析は，認知行動療法の視

点から行動の見立てと介入を行うことで，応用行動分析での機能的分析

（ func t ional  ana lys is； Miltenberger,2001）とは異なる。  

また，介入計画の実施後（ここでは，機能的分析に基づく対応後）

に BPSD が改善しない場合には，薬物による対応が示されているが，

それ以外の対応法は示されていない。  

さらに，この手順にはイギリスの医療制度（国民保健サービス）が

強く反映されており，マネジメントはかかりつけ医による医学的な原因

の有無に関するスクリーニングから始まっている（図 2－ 1 の「かかり

つけ医による感染症のスクリーニング（尿 /血液）」の部分）。しかし，

こうした仕組みは我が国と異なるため， BC を手順化するならば，最初

に相談窓口としてコンサルタントに相談をし， BPSD の概況確認を行っ

た後，必要に応じて医師へリファーする流れの方が適していると思われ

る。  

そこで， James（ 2011）の手順を参考にしながら，認知症ケアや応

用行動分析の知識や経験のある複数の専門家とともに検討を重ねて，介

護現場での BPSD に関する BC 全体の手順に関する作業仮説として，フ

ローチャート化した手順を立案した（図 2－ 2）。ここでは， BC の流れ

を 4 段階に分けて示し，上から順に各ボックスに記載された内容に沿

うことで， BC の手続きとして次に何を行えばよいのかが導き出せるよ
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うにした。また，これに沿った 4 つの B C のパターン（サブパターンを

入れると 6 つ）も設定した（表 2－ 1）。なお，これらの図表の中では，

より理解しやすくするために「 BPSD の改善」ではなく「 B PSD の軽

減」という表現を用いた。以下では，フローチャートの各段階の内容を

示す。   
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1）第 1 段階  応用行動分析によるアプローチを実施すべきか検討する   

ここでは，おおまかに BPSD の内容・頻度・対応法などをコンサルテ

ィに尋ね，さらにクライエントの様子を観察し，応用行動分析によるア

プローチを実施すべきか決定する。 BPSD が自他に危害が及ぶほど激し

い場合や，脱水などによるせん妄，重度のうつによる不眠や不食がある

場合などから緊急性が認められた際には，医療機関などの適切な施設へ

のリファーを強く勧める（表 2－ 1 パターン①）。  

2）第 2 段階  BPSD の現状を分析する  

ここでは，主に機能的アセスメントにより標的とした BPSD の現状分

析と介入の必要性を検討する。具体的にはまず， BPSD の原因を特定す

るための行動インタビュー質問項目（野口・山中 ,  2015：資料 2－ 1）を

もとにコンサルティへのインタビューを行い，標的とした B PSD の情報

収集を行う。ここで使用するインタビュー項目は，第 1 研究で使用した

ものとは異なるもので， BPSD の原因の特定に必要となる情報を収集で

きるように作成されたインタビュー項目である。また，インタビューの

中でより効率的に情報収集が行えるように，インタビューを行う数日前

にコンサルティへ質問項目を渡して可能な部分を記入してもらう。そし

て，実際のインタビューではその中で情報が不足している部分などの必

要な箇所のみ聞き取りを行う。なお，施設の既存の記録に記載されてい

る情報も，可能な限り利用する。  

次に，コンサルティが中心となり他の職員の協力を得て，直接観察に

より標的とした BPSD に関する BL 期のデータを収集する（ 7～ 10 日程

度）。なお，データ収集方法は，第 1 研究と同様に，現場の実施負担に配

慮しな がら コンサ ルタン トと コンサ ルティ の話 し合い により 決定 する

（資料 2－ 2－ 1， 2－ 2－ 2）。  
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その後，これらの情報をもとに介入の必要性をコンサルティと判断す

る。標的とした BPSD の頻度や強度が新規の介入を要するほどではない

と合意された場合（表 2－ 1 パターン②－ 1）や， BL 期に標的とした

BPSD が軽減・消失した場合（表 2－ 1 パターン②－ 2）はこの段階で

BC を終結する。その際，標的とした BPSD や既存の対応の分析結果を

フィードバックする。  

3）第 3 段階  介入計画を立案し，職員の実施による効果を評価する  

コン サル タン トが 機能 的ア セス メン トの 結果 から 介入 計画 の原 案 を

作成する。その後，アセスメント結果とあわせてこの原案をコンサルテ

ィへ提案し，第 1 研究と同様に，両者で話し合いながら実際に現場で実

施できる介入計画を完成させる。なお，介入計画の完成に際して，コン

サルティを含む職員のスキルや実施負担，そしてクライエントの好みや

行動レパートリーに留意する。また，コンサルタントとコンサルティで，

介入計画の内容を A4 判 1 枚にマニュアル化し（資料 2－ 3），コンサル

ティ及び職員が介入計画の実施時に参照できるようにする。  

その後，コンサルティが他の職員に介入計画の内容を伝えて実施協力

を依頼し，コンサルティ及び職員で介入計画を実施してもらう。また，

それと並行して，コンサルティ及び職員に，介入計画の実施状況のセル

フチェックと標的とした BPSD のデータ収集をしてもらう。データ収集

方法は，この前の第 2 段階と同様に，現場の実施負担に配慮しながらコ

ンサルタントとコンサルティの話し合いにより決定する。  

介入計画の実施期間中には，コンサルタントとコンサルティで，介入

の実施状況や標的とした BPSD の変化を収集されたデータをもとに週 1

回程度の間隔で確認する。確認の際には，第 1 研究と同じく，標的とし

た BPSD の生起状況や介入計画の実施状況の日々の変化がわかるように，
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コンサルタントがデータをグラフ化し，平均値なども算出してそれをも

とに行う。その結果，標的とした BPSD が軽減したと判断されれば BC

を終結する（表 2－ 1 パターン③）。  

4）第 4 段階  介入効果がみられない事例について改善策を考えて実施

する  

 介入後に標的とした BPSD が軽減していないと判断された場合は，介

入が計画通りに行われたか（介入厳密性）の観点から問題点を明らかに

する図 2－ 3 のスタッフ・サポート・システム（ Sta f f  Support  System，

SSS：野口・河野・山中，2016a）を用いて改善策を考える。SSS は，応

用行動分析に基づく BPSD マネジメント研修の効果（ BPSD に対する介

入の効果）を維持するために開発された職員支援システムで，職員の介

入厳密性の状態により 4 つのタイプの職員に対する支援の方向性が示さ

れている（野口ら， 2016a）。  
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野口ら（ 2016a）によると，図 2－ 3 に示した SSS－タイプ 1 は，BPSD

が増加もしくは軽減しない場合に，職員の介入厳密性が低下しており，

それが介入計画のし忘れにより実施していないことによるタイプである。

この場合には，セルフ・モニタリング（職員に自身の介入の実施状況を

観察・記録してもらう）や，遂行フィードバック（職員のこれまでの介

入の実施状況を示す）などの支援が必要となる。  

次に，タイプ 2 は，一部の職員の介入厳密性が低く，それがスキルや

知識不足などにより介入計画を実施できていない対応である。この場合

には，その職員に対して個別指導を行う必要がある。  

タイプ 3 は，大部分の職員の介入厳密性が低い場合で，この場合は介

入計画をより実施しやすいものに修正することが必要になる。  

最後のタイプ 4 は，介入厳密性が高いにも関わらず BPSD が改善しな

いタイプで，この場合は介入計画自体が適切でないことが考えられ，ア

セスメントをし直した上で，介入計画の変更が必要となる。なお，介入

計画の変更を行う際には，支援決定モデル（野口・河野・山中， 2016b 

資料 2－ 4）を用いる。これは，応用行動分析学における先行子操作のア

プローチを， C ohen－ Mans f i e ld（ 2000）の TREA のモデルに適用し開

発されたものである（野口ら，2016b）。使用方法として，野口ら（ 2016b）

の支援決定アセスメントシート（資料 2－ 5）を用いて BPSD の生起状況

を複数回記録し，共通点の多い項目（ B PSD の原因とする）を支援決定

モデルから選択することで，対応が導き出される仕組みになっている（ 野

口ら， 2016 b）。  

そして， SSS に沿った対応の実施中も，この前の第 3 段階と同様に，

コンサルタントとコンサルティで，介入の実施状況や標的とした BPSD

の変化を収集されたデータをもとに週 1 回程度の間隔で確認する。その
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結果，標的とした BPSD が軽減したと判断されれば終結し（表 2－ 1 パ

ターン④－ 1），それでも難しい場合は薬物療法やより適切な施設へのリ

ファーを勧める（表 2－ 1 パターン④－ 2）。  

なお，第 1 研究の方法の部分で述べたように， BC ではコンサルタン

トとコンサルティの協働が重視されている（ Kratochwi l l  &  Bergan，

1990）。そのため，第 2 研究においても，各段階の手続きを，コンサル

タントとコンサルティが協働で行うものと，それぞれで行うものに分け

て示した図を作成した（図 2－ 4）。   
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2．参加者の概要  

参加者の概要（コンサルティ，クライエント，職員）を，事例ごとに

表 2－ 2 に示した。まず， Y 年 4 月～翌年 6 月までの間に，介護施設の

ユニットリーダーから BPSD に関する相談があった，茨城県の異なる介

護施設に入居する認知症高齢者 5 名をクライエントとした。なお，この

うち 1 名は標的とした BPSD が異なるため，それぞれの事例として扱っ

た。そのため事例数は 6 事例（ 2－Ⅰ～ 2－Ⅵ）となった。また，グルー

プホームから紹介されたケースが他に１例あったが，同意・エントリー前

に他病院に転院となったため，この事例は含まれていない。  

各事例の標的とした BPSD は，それぞれ，「ここにいる理由などを繰

り返し尋ねること（繰り返しの質問）」，「施設内を歩き続けること（徘徊）」，

「他の入居者の居室に入ること（探索を伴う徘徊）」，「無断で施設の外に

出て行くこと（徘徊）」，「服薬状況など繰り返し同じ質問をすること（繰

り返しの質問）」，「入浴を拒否すること（興奮・介護拒否）」であった。  

コン サル タン トか ら直 接コ ンサ ルテ ーシ ョン を受 ける コン サル テ ィ

は施設のユニットリーダー（事例 2－Ⅳと 2－Ⅴは同じで計 5 名）であ

った。また，クライエントが生活するユニットに配属されている，事例

ごとに独立した他の職員（各事例平均 10 名，計 50 名）も参加した。な

お，他の職員は，第 1 研究と同じく，データ収集やクライエントへの介

入の際にコンサルティに協力した。  

コンサルタントは，第 1 研究と同じ大学院生（筆者）で，第 2 研究の

実施時には臨床心理士の資格も有していた。また，スーパーバイザーの

役割は，応用行動分析や認知症ケアの知識や経験のある大学教員が担っ

た。  
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3．手続き  

 コンサルタントが各施設を訪問し，本手順（立案した作業仮説）を参

照しながら，事例ごとに BC を行った。  

 

4．作業仮説として立案した手順の適用可能性の評価方法  

 作業仮説として立案した手順の適用可能性に関しては，適合性と有

用性の観点から，①各事例の BCの内容がフローチャートに沿い BCのパ

ターンに網羅されていたか（適合性），②コンサルティから相談された

問題が実際に解決したか（有用性），③介入計画を実施した場合に標的

とした BPSDが軽減したか（有用性），④コンサルティへ実施する機能

的アセスメントのためのインタビューが効率化できたか（有用性）で検

討した。  

このうち，①と②はパターンごとに事例を整理し結果を示した。ま

た，③については，コンサルティ及び職員が収集したデータをもとにし

たコンサルティの判断に加え， BC の終了後に行ったランダマイゼーシ

ョン検定の結果からも検討した。ランダマイゼーション検定とは， BL

期と介入期の生起頻度の平均の差が，必然として起こったものか，偶然

として起こったものかを，両期間のすべてのデータを組み合わせて比較

する検定方法で，ならびかえ検定ともよばれている（神田・大川・田

中・ Lin・榎本， 2015）。この手法は，本研究のような，単一の対象に

繰り返し測定を行った時系列データでは相互に相関関係を示す傾向があ

るといった，系列依存性の問題をクリアしたものである（神田ら，

2015）。本研究では，神田ら（ 2015）で紹介されている，廣田

（ 2002）のソフト 注 １ を用いた。  

なお，コンサルティ及び職員によるデータ収集の方法は，現場の実
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施負担に配慮しながら決定したため，各事例で異なっている。具体的な

方法については，結果の部分に事例ごとに示した。  

さらに，④については，コンサルティに実施してもらったインタビ

ュー項目への事前回答記入の所要時間（コンサルティの報告）と，実際

のインタビューの所要時間（コンサルタントの計測），そして介入によ

り標的とした BPSD が改善したかによって検討した。  

 

5．コンサルティ及び職員が収集したデータの信頼性    

コンサルティ及び職員によって収集された，標的とした BPSDに関す

るデータと介入の実施状況に関するデータの信頼性を検討するために，

全観察期間の一部においてコンサルタントが独立して観察・データ収集

を行った。そして，コンサルティもしくは職員とコンサルタントの 2者

間でのデータのκ係数を算出した。  

 

6．倫理的配慮  

研究を行う前に，筑波大学人間系研究倫理委員会から承認（課題番号

26－ 143）を得た。協力施設の施設長には書面と口頭で研究内容と倫理

的配慮に関する説明をし，自署により承認を得た。また，対象とした認

知症高齢者の代諾者（家族）にも同様の手続きにより同意を得た。  
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第 3 節  結果  

1．各事例への BC の内容  

各事例の BC の内容を，設定した BC のパターンごとに示した。  

1） BL 期の情報収集のみで終結するパターン②－ 1 に該当した 1 事例  

 コンサルティへのインタビューにより，事例 2－Ⅰでは「ここにいる

理由や家族の居場所などを繰り返し尋ねること」を標的行動とした。こ

の行動に対して現状では，クライエントの不安感を高めないように，「病

気の治療のためにここにいて，家族は家にいますよ」などの返答をして

いるが，通常の記録や引継ぎではこの対応がうまくいっているのかがわ

からないとの相談があった。また，クライエントにとっても，知りたい

ことがわからない不快な状態は QOL の点からも良くないと思われた。  

BL 期のデータ収集として，その日の勤務にあたっているコンサルテ

ィもしくは職員に標的とした BPSD を直接観察してもらった。そして，

この行動がみられるたびに記録用紙へその時間帯を記入してもらい，そ

の他の情報（クライエントの訴えの内容，生起状況，対応方法，対応の

負担度）はチェックリスト式で記録してもらった。その結果，図 2－ 5 に

示したように， 8 日間の観察の中で実際に標的とした BPSD がみられた

のは 1 日あたり平均 1 .4 回（ SD=1 .1）であった。また， 8 日間のうち半

数では， 1 日あたり 1 回もしくは全くみられなかった。これらのことを

コンサルティ伝えたところ，「以前に困っていた行動が，現在はかなり

回数が減っており，自分達の対応で良かった」との話があり，相談され

た内容が解決したため終結した。なお，本事例に対して実施された BC

の流れは，本研究で考案した BC 手順のフローチャートに網羅されてお

り，図 2－ 6（網掛け部分）に示したものであった。   
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2） BL 期の情報収集中に BPSD が軽減・消失し介入せず終結するパタ

ーン②－ 2 に該当した 1 事例  

 事例 2－Ⅱでは，「絶え間なく施設内を歩き続けること」を標的行動と

した。コンサルティからの相談内容は，施設内を歩き続けることに対し

てこれまでは見守り対応をしてきたが，転倒リスクがみられるようにな

ったため，他の方法を検討したいというものであった。  

BL 期のデータ収集として，その日の勤務にあたっているコンサルテ

ィもしくは職員に標的とした BPSD を直接観察してもらい， 30 分間隔

のインターバル記録法（第 1 研究の脚注参照）でデータ収集をしてもら

った。その結果，初日では 1 日あたり 33.3％みられた標的とした BPSD

が日ごとに減少し，18 日目には消失し 3 日間その状態が続いた（図 2－

7）。そのため，コンサルティにそのことを報告し終結に至った。ただし，

標的とした BPSD が減少した原因に関する様々な可能性についてコンサ

ルティに尋ねたが，原因は明らかにできなかった。なお，本事例に対し

て実施された BC の流れは， BC 手順のフローチャートに網羅されてお

り，図 2－ 8（網掛け部分）に示したものであった。  
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3）介入計画を立案し，実施してもらうパターン③に該当した 2 事例  

（ 1）事例 2－Ⅲの BL 期  

 事例 2－Ⅲの標的とした BPSD は「他の入居者の居室に入ること」で，

繰り返し生じることから他の入居者とのトラブルにつながる可能性があ

った。クライエントが他の入居者の居室に入る前に職員が止めることも

あったため，中に入ることに加え居室の前にいることも含めて観察を行

った。  

BL 期のデータ収集として，その日の勤務にあたっているコンサルテ

ィもしくは職員に標的とした BPSD を直接観察してもらった。そして，

この行動がみられたら，あらかじめ時間帯が記載されている記録用紙の

該当する時間にチェックを入れ，その場所もメモに残してもらった。そ

の結果，図の 2－ 9 に示したように， B L 期（ 1～ 18 日目）では，標的と

した BPSD が 1 日あたり平均 2 .6 回（ SD=2 .8）みられた。  

機能的アセスメント（図 2－ 10）では，理解力の低下によりフロアに

いても参加できる活動がない状況（直前の状況）で，居室に戻ると（行

動），参加できる活動のない場から逃れられるため（直後の状況），この

行動を繰り返していると考えられた。また，居室の目印（表札，色，模

様・飾り）が弁別刺激として機能せず，誤って他の人の居室にも入って

しまうと考えられたが，認知機能のレベルからクライエントにとって弁

別可能な目印を考案することは困難であると思われた。そこで，フロア

で参加できる活動（簡単な体操など）を設定し午前中過ごしてもらい，

昼食後に職員に居室まで誘導してもらう計画を立てた。  

介入計画の実施状況に関するデータ収集としては，その日の介入実施

者をあらかじめ決めておき，実施した場合には，標的行動に関するデー

タを収集している用紙にメモを残してもらった。  
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（ 2）事例 2－Ⅲの経過  

介入期（ 20～ 36 日目）では，クライエントが活動に参加し，図 2－ 9

に示したように標的とした BPSD が B L 期の約 1 /3 まで減少した（平均

0.9 回， SD=1 .9）。そのため，このことをコンサルティに伝え終結に至

った。なお，本事例に対して実施された BC の流れは，B C 手順のフロー

チャートに網羅されていた（図 2－ 11 の網掛け部分）。  
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「他の入居者の居室に入る」が生起する状況の原因仮説（ベースライン）

背景情報 直前の状況 問題となっている行動 直後の状況

・理解力の低下により

複雑な活動は内容理解が

困難

・認知機能の低下により

居室の目印が弁別刺激とし

て機能しない

・時間帯：特に日中が多い

・場所：フロアの共用スペース

（それを囲むように入居者達

の居室が並んでいる）

・場面：他の入居者は活動

に参加

・状態：参加できる活動が

ない

居室に戻る

※実際には誤って

他の入居者の居室に行く

活動のない場から逃れら

れる

直前の状況への介入 問題となっている行動 直後の状況への介入

午前中にフロアで参加できる

活動を設定し，昼食後に職

員が居室まで誘導する

居室に戻る

※実際には誤って

他の入居者の居室に行く

特になし　ベースラインと同じ

望ましい行動 直後の状況への介入

活動に参加する 特になし

先行条件

介入計画

図2ー10 　事例2－Ⅲの「他の入居者の居室に入る」の生起状況の原因仮説とそれに基づく介入計画の内容



79 

 

 



80 

 

（ 3）事例 2－Ⅳの BL 期  

パターン③のもう一方の事例（事例 2－Ⅳ）の標的とした B PSD は「無

断で施設の外へ出て行ってしまうこと」で，相談内容はこの BPSD への

対応であった。これまで「外出前に声をかけてください」と直接 クライ

エントに伝えたり，玄関に人感センサーをつけたりしてみたが，前者は

クライエントが忘れてしまい，後者は職員が警告音を聞き洩らすことが

あり効果が得られなかった。  

BL 期のデータ収集として，その日の勤務にあたっているコンサルテ

ィもしくは職員に標的とした BPSD を直接観察してもらった。そして，

この行動がみられるたびに，時間帯や場所そしてクライエントの様子を

記入してもらい，その他の情報（生起状況，対応の負担度）はチェック

リスト式で記録してもらった。その結果，無断外出はもっぱら午前（ 8 時

～ 10 時）に起こっており，図 2－ 12 に示したように，BL 期（ 1～ 8 日目）

ではこの時間帯に 1 日あたりの平均 0 .4 回（ SD=0 .7）みられていた。  

また，機能的アセスメントでは，この時間帯は職員が他の業務で忙し

くて関わることができず，特定の活動もない状況である（直前の状況）

のに対して，施設の外に出れば（行動），以前の日課だった散歩ができる

（直後の状況）のでこの行動が繰り返されていると考えられた（図 2－

13）。また，職員に外出時に声をかけるように注意されても，記憶障害に

より忘れてしまうため，無断で外出するのだと思われた。この仮説とク

ライエントの能力や好みなどの背景情報及び職員の負担を考慮し，直前

の状況を変えるために，無断外出がよくみられる午前の時間帯（ 8～ 10

時）に洗濯物干しなどの活動機会を設けた（図 2－ 13）。なお，以前は散

歩が日課だったことを考慮すると，職員が付き添って散歩の機会を作る

ことが望ましいと思われたが，マンパワーの点から難しいため住居内の
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活動を充実させることにした。  

一方，図 2－ 12 に示したように， 11～ 22 日目には午後（ 13～ 15 時）

にも無断外出が若干みられるようになったため（この時間帯の 1 日あた

りの平均 0 .2 回，SD=0 .8），23 日目からは午後にも同様の活動機会を設

けた。  

介入計画の実施状況に関するデータ収集としては，その日の介入実施

者をあらかじめ決めておき，実施した場合には，チックリストに印をつ

けてもらった。  

（ 4）事例 2－Ⅳの経過  

介入期では，午前・午後ともに活動参加の機会が多くなり，無断外出

は午前（ 9～ 72 日目の 8～ 10 時）が 1 日あたり平均 0 .1 回（ SD=0 .4），

午後（ 23～ 72 日目の 13～ 15 時）が 1 日あたり平均 0 .1 回（ SD=0.5）に

減少した（図 2－ 12）。これらのことをコンサルティに伝え終結した。

なお，本事例に対して実施された BC の流れは，BC 手順のフローチャー

トに網羅されており，図 2－ 14（網掛け部分）に示したものであった。  
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「無断で施設の外へ出て行く」が生起する状況の原因仮説（ベースライン）

背景情報 直前の状況 問題となっている行動 直後の状況

・記憶障害により，職員から

注意を受けたことを忘れる

・施設の入居前は散歩が

日課だった

・時間帯：余暇時間

・場所：施設の玄関

・場面：職員が他の業務で

忙しくて関われない

特定の活動もない

・状態：何もすることがない

無断外出 以前の日課だった散歩が

できる

直前の状況への介入 問題となっている行動 直後の状況への介入

散歩に代わる活動を設定

する

無断外出 特になし　ベースラインと同じ

望ましい行動 直後の状況への介入

活動に参加する 特になし

先行条件

介入計画

図2－13　事例2－Ⅳの「無断で施設の外へ出て行く」の生起状況の原因仮説とそれに基づく介入計画の内容
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4）介入計画を実施してもらっても BPSD が軽減せず， SSS に基づく対

応を行うパターン④－ 1 に該当した 1 事例  

（ 1）事例 2－Ⅴの BL 期  

 事例 2－Ⅴの標的とした BPSD は「服薬状況や通帳・印鑑の保管場所

などについて職員に繰り返し同じ質問をすること」で，相談内容はこの

BPSD への対応であった。これまでの対応では質問の都度返答をしてい

たが，頻発すると職員の精神的な負担が大きく，クライエントは服薬状

況などがわからない状況に不安な表情を示していた。  

 BL 期のデータ収集として，その日の勤務にあたっているコンサルテ

ィもしくは職員に標的とした BPSD を直接観察してもらった。そして，

この行動がみられるたびに，時間帯や持続時間そして場所を記入しても

らい，その他の情報（訴えの内容，生起状況，対応の負担度）はチェッ

クリスト式で記録してもらった。その結果，標的とした BPSD は，クラ

イエントが居室でノートを見て過ごすことが多い，夕食後から就寝まで

の時間帯（ 18～ 21 時半）によくみられていた。また，図 2－ 15 に示した

ように，この時間帯の BL 期（ 1～ 11 日目）の 1 日平均は 1 .6 回（ SD=2 .3）

であった。なお，このノートは物忘れを補うためにクライエントが服薬

状況などを記録していたものであったが，職員が確認したところ，何が

どこに書かれているのかわからない状態であった。  

機能的アセメントからは，ノートでは情報が確認できず（直前の状況），

職員に尋ねることで（行動），情報が得られるので（直後の状況），こ

の行動が繰り返されていると考えられた。そこで，行動の直前の状況を

変えるため，この行動が頻発する時間帯の前に，クライエントにはチェ

ックシート式の日めくりの用紙で服薬状況などをチェックしてもらい，

職員にはそれを居室の壁に掲示してもらうことにした（図 2－ 16）。  
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介入計画の実施状況に関するデータ収集としては，記入済みの日めく

りの用紙を残しておいてもらいそれを確認することとした。  

（ 2）事例 2－Ⅴの経過  

図 2－ 15 に示したように，介入 1 期（ 12～ 27 日目の 18～ 21 時半）で

は，繰り返しの質問の生起頻度は BL 期の約 1 /2（平均 0 .9 回，SD=1 .9）

まで減少した。しかし，まだ頻発する日もあったため，SSS（図 2－ 17）

で原因を探ったところ，職員の介入厳密性が高いことが明らかにされた

（ 100％の計画実施）。そこで，再アセスメントをしたところ，介入計画

に記載された内容に加え，クライエントに「記入済みの日めくりの用紙

の利用方法を伝える」手続き実施する必要であることがわかった。  

そのため，介入 2 期（ 28～ 34 日目の 18～ 21 時半）では，介入計画の

変更を行うこととした（図 2－ 17）。具体的には，介入 1 期の計画に，

記入済みの用紙の利用方法をクライエントに伝える手続きを加えて（図

2－ 16），それを職員に実施してもらった。その結果，図 2－ 15 に示した

ように，繰り返しの質問の生起頻度は平均 0 .3 回（ SD=0 .5）と BL 期の

約 1 /6 に減少した。  

その後，さらに標的とした BPSD を減少させたいというコンサルティ

から要望があり，介入 3 期（ 35～ 63 日目の 18～ 21 時半）では，介入 2

期の計画のままで，用紙の大きさをクライエントが気づきやすいように

大きなものに変更した（図 2－ 16）。しかし，図 2－ 15 に示したように，

繰り返しの質問の生起頻度は介入 2 期からほとんど変化がみられなかっ

た（平均 0 .4 回，SD=0 .6）。この時点でコンサルティから介入 2 期の対

応法を続けるという了解が得られ BC は終結した。なお，本事例に対し

て実施された BC の流れは， BC 手順のフローチャートに網羅されてお

り，図 2－ 18（網掛け部分）に示したものであった。  
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　「繰り返し同じ質問をする」が生起する状況の原因仮説（ベースライン）

背景情報 直前の状況 問題となっている行動 直後の状況

・記憶障害により，服薬

状況等を忘れてしまう

・ノートに服薬状況等をメモ

しているが，どこに書いたか

わからない

・時間帯：夕食後から就寝

までの時間

・場所：居室

・場面：ノートをみる

・状態：服薬状況等が

わからない

職員に質問する 情報が得られる

直前の状況への介入 問題となっている行動 直後の状況への介入

①空欄を埋める形で記録

できる日めくりの用紙を準備

する

②本人に記入してもらう

③職員が本人の居室の目に

つきやすい場所に掲示する

職員に質問する 特になし　ベースラインと同じ

望ましい行動 直後の状況への介入

用紙をみて確認する 特になし

直前の状況への介入 問題となっている行動 直後の状況への介入

①空欄を埋める形で記録

できる日めくりの用紙を準備

する

②本人に記入してもらう

③職員が本人の居室の目に

つきやすい場所に掲示する

④職員が本人に用紙の利

用方法と掲示場所を伝える

職員に質問する 特になし　ベースラインと同じ

望ましい行動 直後の状況への介入

用紙をみて確認する 特になし

直前の状況への介入 問題となっている行動 直後の状況への介入

①見やすくするために用紙の

サイズを大きくする

②空欄を埋める形で記録

できる日めくりの用紙を準備

する

③本人に記入してもらう

④職員が本人の居室の目に

つきやすい場所に掲示する

⑤職員が本人に用紙の利

用方法と掲示場所を伝える

職員に質問する 特になし　ベースラインと同じ

望ましい行動 直後の状況への介入

用紙をみて確認する 特になし

図2－16　事例2－Ⅴの　「繰り返し同じ質問をする」の生起状況の原因仮説とそれに基づく介入計画の内容

先行条件

介入計画1

介入計画2

介入計画3
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5）該当パターンがなかった 1 事例  

（ 1）事例 2－Ⅵの BL 期  

 事例 2－Ⅵの標的とした BPSD は「入浴拒否」で，長期間にわたって

いることから衛生面の問題につながる可能性があった。相談内容はこう

した介護拒否への対応法に関するものであった。  

BL 期のデータ収集として，クライエントに入浴の声掛けをしたコン

サルティもしくは職員に，その都度，時間帯や声掛けをした状況と声掛

けの仕方，そしてクライエントの反応に対する対応を記入してもらい，

その他の情報（声掛けに対する反応，対応の負担度）はチェックリスト

式で記録してもらった。その結果，図 2－ 19 に示したように，入浴拒否

は BL 期（ 1～ 12 日目）の 12 日のうち 10 日みられた（生起率は 83 .3％）。  

機能的アセスメントでは，図 2－ 20 に示したように，足腰に痛みがあ

り移動に負荷かかるので，入浴の誘いを断り（行動），痛みや負荷を回避

している（直後の状況）と考えられた。また，足腰の痛みにより居室で

横になって過ごすことが多く，職員とのコミュニケーション機会が乏し

かった。そこで，声掛けの前にクライエントとの談笑機会を設けて気分

転換を図った後に声掛けをする介入計画を立てた。また，入浴後にも談

笑の機会を設けることとした（図 2－ 12）。なお，介入計画として，移動

負荷を減らすための車椅子使用も検討したが，クライエントが好まない

ことから断念した。また，足腰の痛みを緩和するために以前は服薬治療

が行われていたが，クライエントの希望により現在は中止されていた。  

（ 2）事例 2－Ⅵの経過  

図 2－ 19 に示したように，介入期（ 13～ 30 日目）では，実施機会のな

かった日を除く 17 日のうち 11 日は介入計画が実施されているにも関わ

らず（実施率は 64.7％）， 18 日のうち 17 日で入浴拒否がみられ（生起
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率は 94 .4％），BL 期と変化がみられなかった。しかし，その一方で改め

て施設の記録を見直すと，入浴ができなくても清拭や足浴は実施できて

いることが明らかとなった。そこで，これらの情報をもとにコンサルテ

ィと話し合った結果，移動時に足腰に痛みのあるクライエントにとって

は，清拭や足浴が入浴の代替として機能している（図 2－ 21）のではな

いかと考えられた。また，清拭や足浴に加えて，時折入浴もできている

ため，クライエントのことを考えると，無理に入浴させる必要はないの

ではないかとの結論に至り，実質的に問題が解決したため B C を終結し

た。なお，図 2－ 22（網掛け部分）に示したように，本事例に対して実

施された B C の流れは， B C 手順のフローチャートで網羅できなかった。 
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背景情報 直前の状況 問題となっている行動 直後の状況

・居室で横になって過ごすこと

が多く，職員とのコミュニケー

ション機会が乏しい

・車椅子の使用を本人が

好まない

・身体の痛みに対する服薬を

本人が好まない

・時間帯：日中

・場所：居室

・場面：職員が入浴をすす

める声掛けをする

・状態：足腰が痛い

入浴の誘いを断る 足腰に負荷がかかる移動を

せずに済む

直前の状況への介入 問題となっている行動 直後の状況への介入

声掛けの前に本人との談笑

機会を設け，気分転換を

図る

※足腰への負担軽減に

関する介入は行わなかった

入浴の誘いを断る 特になし　ベースラインと同じ

望ましい行動 直後の状況への介入

入浴の誘いに応じる 入浴後も，本人との

談笑機会を設ける

　「入浴拒否」が生起する状況の原因仮説（ベースライン）

先行条件

介入計画

図2－20　事例2－Ⅵの　「入浴拒否」の生起状況の原因仮説とそれに基づく介入計画の内容



95 

 

 

  

背景情報 直前の状況 行動 直後の状況

足腰の痛みにより移動負荷

が大きい

身体が汚れている 近くの場所で清拭や足浴

を実施してもらう

移動負荷がほとんどなく，

身体の汚れがとれる

先行条件

図2－21　事例2－Ⅵの　「清拭・足浴」の機能の仮説
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2．コンサルティ及び職員の収集したデータの信頼性  

コンサルティ及び職員によって収集された，標的とした BPSD に関

するデータと介入の実施状況に関するデータの信頼性を確認するため

に，コンサルタントが収集したデータとのκ係数を算出した。その結

果，事例 2－Ⅵの標的とした BPSD のκ係数は .88 であり，その他のす

べての事例の標的とした BPSD および介入行動のκ係数も 1 .00 であっ

たことから職員の行動記録の信頼性が確認できた。  

なお，全観察期間のうちコンサルタントが観察を行った期間の割合

は，コンサルティ及びコンサルタントの都合により各事例で異なり，事

例 2－Ⅰは 25%， 2－Ⅱは 20％， 2－Ⅲは 25％， 2－Ⅳは 15％， 2－Ⅴ

は 24％， 2－Ⅵは 23%となった。  

 

3．介入計画の実施による標的とした BPSD の軽減効果の統計的分析  

 コンサルティにより，介入計画の実施後に BPSD が軽減したと判断さ

れた事例 2－Ⅲ～Ⅴにおいて，標的とした BPSD の生起頻度に関するデ

ータのランダマイゼーション検定を行った。その結果，表 2－ 3 に示し

たように，事例 2－Ⅲでは B L 期と比較して介入期で有意な減少傾向が

示され（ p  = .052），事例 2－Ⅴでは BL 期と比較して介入期（介入 3 期）

で有意な減少が示された（ p＝ .015）。しかし，事例 2－Ⅳのみ，有意傾

向や有意な低下が示されなかった。  
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事例2ーⅢ 事例2ーⅤ

（午前） （午後）

BL期と介入1期の比較 0.05* 0.38 0.51 0.30

BL期と介入2期の比較 0.19

BL期と介入3期の比較 　   0.02**

事例2ーⅣ

*P＜.10　　**P＜.05

表2－3　ランダマイゼーション検定の結果
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4．コンサルティへ実施する機能的アセスメントのためのインタビュー

に関する所要時間   

コンサルティによるインタビュー項目への事前回答記入と，実際の

インタビューの所要時間を表 2－ 4 に示した。事前の回答記入の所要時

間は，回答記入をしていなかった事例 2－Ⅱを除いて，平均 13 分（ SD

＝ 2 .9）であった。また，実際のインタビューの所要時間は平均 27 分

（ SD＝ 8 .4）であった。これらを合わせると平均 37 分（ SD=4 .5）とな

った。  



100 

 

  

事例2－Ⅰ 事例2－Ⅱ 事例2－Ⅲ 事例2－Ⅳ 事例2－Ⅴ

※2－Ⅳと

同一人物

事例2－Ⅵ

事前の回答記入 約10分 未記入 約15分 約15分

インタビュー 約20分 約40分 約20分 約25分

合計 約30分 約40分 約35分 約40分

約10分

約30分

約40分

表2－4　事前の回答記入と実際のインタビューの所要時間
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第 4 節  考察  

本研究では， BC 全体の系統的な手順の作業仮説を立案した。そし

て，それを参照しながら各事例に対する BC を行うことで，本手順の適

用可能性を適合性と有用性の観点から検討することを目的とした。以下

では，適合性と有用性にわけて考察を述べる。  

1．作業仮説として立案した本手順の適合性について  

1）BC の内容がフローチャート及び BC のパターンに網羅されていた事

例について  

作業仮説として立案した本手順の適合性に関しては，各事例の BC の

内容がフローチャートに沿い BC のパターンに網羅されていたかで検討

を行った。その結果， 6 事例中 5 事例の BC の内容が，本フローチャー

トと BC のパターンに網羅されていた。  

具体的には，介入計画の立案・実施を必要とせず， BL 期の情報収集

の段階で相談された問題が解決するパターン②－ 1 と BPSD が軽減・消

失し終結するパターン②－ 2 に，それぞれ事例 2－Ⅰと 2－Ⅱが該当し

ていた。これらのパターンは，これまでの学校場面での BC ではみられ

ないものであったが，実際に事例が存在していたことから，介護現場で

の BC にとって必要なパターンであることが確かめられた。  

また，従来の介入計画を立案し実施してもらうパターン③には事例

ⅢとⅣが該当していた。さらに，今回は，介入を行っても BPSD が軽

減しない場合に， SSS（野口ら， 2016a）に基づき対応の改善を行うパ

ターン④－ 1 を設定したが，これには事例 2－Ⅴが該当していた。これ

までの手順（ James， 2011）では，介入計画の実施後に BPSD が改善

しなければ薬物療法による対応に切り替えられていたが， SSS により
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対応の改善を図ることで，すぐに薬物療法を使わずに非薬物療法の段階

で問題を解決できる可能性が見出された。  

なお，今回は，第 1 段階の BPSD の概況確認により薬物療法の適用

や他機関にリファーされるパターン①に該当する事例はなかったが，実

際には，概況確認の前に施設側の判断で緊急に他機関（精神科）へリフ

ァーされたケースがあった。しかし，施設側でリファーの判断がつかな

い場合もありうることから，このパターンは必要であると思われる。  

2）BC の内容がフローチャート及び BC のパターンに網羅されなかった

事例について  

本研究に参加した 6 事例のうち， 1 事例（事例Ⅵ）のみ本フローチャ

ートやパターンに該当しなかった，この事例では，介入計画を実施して

も，最初に相談された入浴拒否の問題が改善されなかった。しかし，改

めて施設の記録の見直しを行ったところ，クライエントにとって入浴の

代替機能を果たしていると思われる清拭や足浴が実施されており，これ

らを入浴できた日に加えると，入浴拒否は問題視するほど生じていない

ことが明らかとなった。つまり，この点を考慮すれば，介入計画の立

案・実施は不要なケースだったと思われる。しかし，第 2 段階の機能

的アセスメントの時点で，施設の記録を詳細に確認する手続きを加える

と，これまでよりもアセスメントが長期化し，介入開始時期が遅くなっ

てしまう。このような事態は，本人や職員にとって望ましくない。  

そのため，介入前の時点で介入が必要なのか（標的行動の設定は適

切なのか）を確かめるための手続きとして，コンサルティへのインタビ

ューの中で，問題となっている行動だけでなく，それに代わる望ましい

行動を確認しておくことが考えられる（例えば，「問題となっている行

動にかわる望ましい行動は何かありませんか？」「それはどのくらいみ
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られていますか？」「そのこともふまえて，問題となる行動に介入は必

要ですか？」といった質問）。さらに，本手順に今回のケースの BC の

流れを加えることも必要であるだろう。  

そこで，今回の結果をふまえて，作業仮説である本手順（フローチャ

ート及び BC のパターン分類）に修正を加えた（図 2－ 23，表 2－ 5）。こ

のフローチャート（図 2－ 23）では，第 4 段階の「 SSS に基づく対応の

実施」の前に，標的とした BPSD の設定が適切でなかったのかどうかを

確認し，適切でなければ第 2 段階へ戻り標的行動の見直しと BL 期の情

報収集から再度を行う手続きを加えた。また，BC のパターン分類（表 2

－ 5）では，最初の介入で BPSD が軽減しないパターン④の下位分類（パ

ターン④－ 2）として，「職員の介入の厳密性が高いにも関わらず BPSD

が軽減せず，それが標的行動の設定の問題であるため，その見直しと BL

期の情報収集から再度行うもの」を加えた。  

今後は，さらに完成度を高めるために，修正版の BC 手順（フローチ

ャート及び BC のパターン分類）の適用可能性を，より多くのサンプル

で，そして他のコンサルタントの実施による場合でも検証し，必要に応

じて改良を加える必要があるだろう。  
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2．作業仮説として立案した本手順の有用性について  

作業仮説として立案した本手順の有用性に関しては，①コンサルテ

ィから相談された問題が実際に解決したか，②介入計画を実施した場合

に標的とした BPSD が軽減したか，③コンサルティへ実施する機能的

アセスメントのためのインタビューが効率化できたか，の 3 点で検討

を行った。  

1）コンサルティから相談された問題が実際に解決したかについて  

手順の適合性の部分で，本フローチャート及びパターンに網羅され

ていたと前述した 5 事例については，コンサルティから相談された問

題も解決することができた。  

また，残る 1 事例（事例 2－Ⅵ）については，最初に相談された入浴

拒否の問題は解決できなかった。しかし，クライエントにとって入浴の

代替として機能していると考えられる，清拭や足浴といった介助は実施

できており，それに加えて入浴も全くできていないわけではないことか

ら，実質的に問題が解決しているとの結論にコンサルティが至り終結し

た。これらのことから，基本的には全事例において問題が解決できたと

考えられる。  

2）介入計画を実施した場合に標的とした BPSD が軽減したかについて  

介入計画を実施した事例で標的とした B PSD が軽減したかについては，

すべての事例（ 2－Ⅲ，2－Ⅳ，2－Ⅴ）で介入計画の実施後に標的とした

BPSD が軽減し，そのことをコンサルティが納得し終結できた。  

し か し そ の 一 方 で ， BC の 終 了 後 に 統 計 解 析 を 行 う と ， 標 的 と し た

BPSD の有意な軽減がみられない事例（事例 2－Ⅳ）もみられた。今回，

このようなコンサルティの主観による判断と統計解析の結果との間で差

異がみられたが，この原因について本データだけでは明確にできないた
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め，この点については今後の課題である。  

3）コンサルティへ実施する機能的アセスメントのためのインタビュー

が効率化できたかについて  

本研究に参加した 4 事例（事例 2－Ⅲ，Ⅳ，Ⅴ，Ⅵ）では，第 2 段階

において，機能的アセスメントのためのインタビューをコンサルティへ

実施した。その結果，インタビューの所要時間は，コンサルティによる

インタビュー項目への事前の回答記入の時間を含めても平均 37 分で，

最も長くかかった事例でも 40 分で終えることができた。そしてこれら

は，本研究と同じコンサルタントが実施した，第 1 研究における各事例

でのインタビューの所要時間（約 120 分）よりも短かった。  

この理由については，次の 2 点が考えられる。まず 1 点目は，インタ

ビューを実施する数日前に，インタビューで尋ねる質問項目をコンサル

ティへ渡しておき，事前に回答を記入してもらっていたことである。こ

の手続きによって，実際のインタビューでは，回答が記入された用紙を

みながら，情報が不足している部分について確認するだけで済んだ。本

研究では 6 事例中 1 事例のみであったが，事前に回答を記入していなか

った事例（事例 2－Ⅱ）があり，この場合には他の事例よりも実際のイ

ンタビューの所要時間が長くなっていた。また，実施のインタビューで，

全ての項目の質問内容を説明するといった時間も，大幅に短縮すること

ができたのではないかと思われる。さらに，インタビューで質問される

項目に，あらかじめコンサルティが目を通しているので，インタビュー

で回答を求めた際にも，コンサルティ自身の考えが整理されており，よ

りスムーズに回答できたのではないかと考えられる。なお，事前に回答

を記入することに関して，コンサルティからは，都合の良い時間に回答

記入ができたので負担は感じなかった，といったポジティブな感想があ
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がっていた。  

2 点目としては，第 1 研究とは異なるインタビュー項目を，本研究で

使用したことである。第 1 研究で使用したインタビュー項目（ O’Nei l l  et  

a l .， 1997）は，質問項目が細かく設定されており，項目数は計 39 個 注 2

あった。一方，本研究で使用した， BPSD の原因を特定するための行動

インタビュー質問項目（野口・山中，2015）の項目数は計 16 個と，O’Nei l l  

et  a l .（ 1997）よりも少なかった。第 1 研究の方法の部分に示したよう

に， O’Nei l l  et  a l .（ 1997）の項目は，主に児童・生徒の行動のアセスメ

ントを想定して作成されたものであった。そのため， BPSD の原因の特

定においては，重要性が低いと思われる項目も含まれていた（例えば，

本人のコミュニケーション方法について尋ねる複数の項目）。また，介護

現場には適さないと思われる項目もみられた（例えば，難しい課題を行

うように言われる，欲しかったものが得られないなどの各状況での問題

となっている行動への影響を尋ねる複数の項目）。しかし，今回は野口・

山中（ 2015）が作成した項目を使用したことによって， BPSD の原因の

特定に必要となる情報を O’Nei l l  e t  a l .（ 1997）よりも少ない項目数で収

集することができ，インタビュー時間の短縮につながったのではないか

と思われる。  

さらに，本アセスメントを通じて立案した介入計画を実施することで，

前述のように，すべての事例（ 2－Ⅲ，2－Ⅳ，2－Ⅴ）で標的とした BPSD

の改善効果が得られたとコンサルティによって判断された。これらのこ

とから，本手続きによってアセスメントが効率化できたと考えられた。  
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脚注  

注 1：http : / / s c i .k j . yamagata -u .ac . jp /~co lumbo /so f tware .h tml に掲載さ

れている，廣田（ 2002）ソフトのエクセルのマクロを用いて，ランダマ

イゼーション検定を行った。（ 2018 年 6 月 11 日検索）  

注 2：各カテゴリー下位項目が設定されているため，その合計数を示し

た。  

付記  

本研究の主要な部分は， 2019 年の 11～ 12 月頃に「高齢者ケアと行動

科学」 24 巻に掲載される予定である（石川愛・野口代・山中克夫「介護

現場における認知症の行動・心理症状（ BPSD）に関する行動コンサルテ

ーションの仕組み作り：フローチャート化した手順の適用可能性に関す

る事例的検討」）。  

 

  

  

http://sci.kj.yamagata-u.ac.jp/~columbo/software.html
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第 3 章  総合考察及び結論  

第 1 節  総合考察  

1．介護現場でのリーダー中心の BC モデルについて  

1）リーダー中心の BC モデルによる BPSD の改善効果について  

本研 究の 序章 で述 べた よう に ， 介護 現場 では 応用 行動 分析 に基 づ く

BPSD マネジメント研修の実施が難しい場合がある。そのため，それに

代わる方法として，学校場面で用いられてきた BC の手法に着目した。

そして，この手法をもとに介護現場の状況をふまえて，介護施設のユニ

ットリーダーをコンサルティとしたリーダー中心の BC モデルを考案し

た。しかし，これまでは，リーダー中心の BC モデルのみならず，介護

現場における BPSD に関する BC の研究・報告自体が少なかった。また，

手続きが具体的に示されていない部分が多く再現が難しいと思われた。  

そのため，まず第 1 研究として，介護現場におけるリーダー中心の BC

モデルでの手続きを具体的に示し，この手続きの有用性及び改良が必要

な点を明らかにすることを目的として予備研究を行った。その結果，参

加した全事例の標的とした BPSD を改善することができた（事例 1－Ⅰ，

1－Ⅱ，1－Ⅲ）。また，第 1 研究の BC の手続きをベースに，さらに改良

を加えて実施した第 2 研究の BC でも，介入を行った全事例で BPSD の

改善効果が示された（事例 2－Ⅲ，2－Ⅳ，2－Ⅴ）。このように本研究で

は，合計 6 事例で B PSD の改善効果を示すことができた。  

以上のことから，事例研究の段階ではあるが，介護現場におけるリ

ーダー中心の BC モデルは，職員研修に代わる BPSD 改善のための新た

な手段になり得るのではないかと考えられる。今後は，さらに事例数を

増やし，より頑健な研究デザインで検証する必要があるだろう。また，

別のコンサルタントが実施した場合の効果も，検証すべきである。   
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2）リーダー中心の BC モデルで BC を実施する利点について  

本研究を通じて，リーダー中心の BC モデルで BC を実施することに

よる主な利点としては，①スケジュール調整のしやすさや，②リソース

の活用のしやすさといった点が考えられる。  

（ 1）スケジュール調整のしやすさについて  

序章の部分で述べたように，介護現場では，日々の業務の忙しさや

勤務シフトなどにより，職員が十分な研修機会を得ることが難しい。特

に，人員的な余裕のない現場で集合式の研修を実施するならば，職員の

スケジュール調整は大変な作業となる。  

しかし，本モデルによる BC では，コンサルティとコンサルタントと

の主に 2 者間でのやりとりとなるため，コンサルテーションの実施日

時が決定しやすい。さらに，コンサルティ自身が，ユニット内の勤務シ

フトの管理を行っているため，スケジュール調整がしやすくコンサルテ

ーションの機会が確保しやすい。実際に本研究の実施期間中には，他の

入居者の体調が急変し，その対応のために予定していたコンサルテーシ

ョンが中止になることがあった。入居者の体調が急変する事態は，介護

現場では珍しいことではないが，このような場合にも，コンサルテーシ

ョン日時の変更は容易であった。  

なお，第 2 研究の方法の部分で示した図 2－ 4 の各手続の所要時間や

回数を参考にしながら， BC の開始時にコンサルティと全体のスケジュ

ールを決めておき，必要に応じて日程調整を行えば，よりスムーズに

BC がすすめられると思われる。  

（ 2）リソースの活用のしやすさについて  

本研究でクライエントに対して実施された介入は，特別な装置や新

たな物品購入，そして職員への特別な訓練を必要とするものではなかっ
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た。これは，研究者が中心となって介入計画を立案するのではなく，ク

ライエント及び他の職員のことを良く把握しているリーダーの立場にあ

るコンサルティから，両者の能力を含む現場のリソースに関する情報を

得て協働で行ったためではないかと思われる。  

James（ 2011）でも，「ケアラー・センタード／パーソン・フォー

カスト」アプローチとして，介護者（本研究ではコンサルティにあた

る）が中心になって介入計画を立案する必要があることが強調されてお

り，それによって効果的でかつ実効可能な介入計画が立案できるように

なるとされている（野口・山中， 2019）。これは， BPSD を示す認知

症高齢者に関する重要な情報を提供してくれるのは最も近くにいる介護

者で，また，その人に毎日関りを持つ（ケアを行う）のも介護者だから

である（野口・山中， 2019）。今回のように，新たな装置などの購入

といった経済的な負担をできうる限りかけずに，リソースを活用した介

入計画の立案がしやすいことも，リーダー中心の BC モデルの利点では

ないかと思われる。  

3）リーダー中心の BC による他の職員への効果について  

第 1 研究では，介入の前後にコンサルティを含む職員に対して介入の

受容性アンケートを行い，その中の自由記述欄には，今回の介入に対す

る意見や感想を記入してもらった。その結果，他の場面でも工夫するよ

うになったこと，クライエントに対する意識が変わったことなどの，BC

の主な目的であった BPSD の改善以外の記載もみられた。  

一方，認知行動療法による BPSD マネジメントではあるが， James

（ 2011）でも，コンサルテーションの導入で効果的だったのはどのよう

な点だったかという職員への質問に対して，次のような同様の意見がみ

られた。それは，「職員から本人に話しかけるなど，資料（ BPSD の見立
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てが書かれたもの）を読んだ職員は，本人に合わせて，自らの接し方を

変えるようになった」「以前と比べると，本人についてずいぶん理解でき

るようになったと思う。例えば，私達が言語的攻撃と考えていたことは，

本人からすれば私達をからかっていたに過ぎないと思えるようになった」

などであった。  

本研究では，リーダーを中心としてコンサルテーションを実施したた

め， James（ 2011）のように複数の職員が集まってコンサルテーション

を受ける機会は設けていなかった。しかし，今回の結果から，直接コン

サルテーションを受けていない他の職員に対しても，クライエントの行

動には何らかの原因があることに気づく機会をもたらす可能性が示唆さ

れた。  

 

2． BC 全体をふまえた手順化について  

1） SSS による効果について  

本研究では，これまでに介護現場での BC 全体をふまえた手順化がさ

れていなかったため，第 2 研究では，コンサルティの多様な相談ニー

ズや BC の様々なパターンを想定して BC の手順化を行い，適用可能性

を検討した。その結果，介入を行った事例では標的とした BPSD を改

善することができた（事例 2－Ⅲ， 2－Ⅳ， 2－Ⅴ）。また，その中の 1

事例（事例 2－Ⅴ）では，最初の介入で十分な効果が得られなかった

が， SSS（野口ら， 2016a）により対応の改善を図ることで，コンサル

ティが納得できるレベルまで BPSD を改善させることができた。  

第 2 研究の考察の部分で述べたように，本手順の考案の際に参考に

した James（ 2011）の手順では，非薬物的な介入で効果がない場合

に， SSS のような改善策を考える流れは示されておらず，薬物療法に
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切り替えられていた。しかし，薬物療法では副作用が懸念されるため，

それをできる限り使用せずに， BPSD を改善できる可能性のある方法を

示せたことは，クライエントにとって重要なことであったと思われる。  

一方，第 1 研究においても，最初の介入で十分な効果が得られない

事例があったが（事例 1－Ⅰ， 1－Ⅱ），介入計画を変更して対応するこ

とで標的とした BPSD を改善することができた。しかし，第 1 研究で

は， BPSD が改善しない場合にどのような対応をすべきかの手続きが示

されていなかったため， BPSD が改善しない原因探しと，それに応じた

対応法の選択が効率的に行えなかった。  

ところが，この SSS をもとに前述の事例を振り返ると，事例１－Ⅰ

の介入 1 と 2 では，コンサルティ及び職員が介入計画を実施している

（介入厳密性が高い）にも関わらず標的とした BPSD が改善しないた

め，アセスメントをし直したうえで介入計画の変更が必要である ことが

容易に導き出せる（図 2－ 3 の SSS－タイプ 4，第 2 研究の方法の部分

を参照）。また，事例 1－Ⅱの介入 1 では，介入計画を正しく実施でき

ていない職員がいる（介入厳密性が低い）ために標的とした BPSD が

改善しないため，職員への個別指導もしくは介入計画の修正が必要であ

ることがわかる（図 2－ 3 の SSS－タイプ 2 もしくは 3，第 2 研究の方

法の部分を参照）。  

このように， BC 全体の手順化の際に SSS を組み入れたことは，クラ

イエントのみならずコンサルタントにとっても重要なことであったと思

われる。  

2）介入計画の実施を必要としない事例に対する効果について  

本研究に参加した事例の中には，介入計画の実施を必要とせずに BL

期の情報収集の段階で問題を解決できた事例があった（事例 2－Ⅰ， 2
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－Ⅱ）。また，研究の背景の部分で紹介した猪上・佐々木（ 2018）で

も，職員から相談を受けた 9 事例のうち 1 事例では，相談を受けた不

適応行動が実際にプレセッション時に記録（ BL 期のデータ収集）を行

うと，全く生起しなかったことが報告されていた。このように，本研究

でみられた BL 期の情報収集の段階で問題が解決するような事例は，介

護現場では珍しいものではないと思われる。ただし，このようなパター

ンの事例について，猪上・佐々木（ 2018）では，分析対象から外した

との記載はあるものの，その後どのような対応をして終結したのかは示

されていない。また， James（ 2011）の手順でも，研究の背景の部分で

述べたように，非薬物的な対応として助言を行う流れになっているが，

その詳細が示されておらず手続きがわからなかった。  

しかし今回の手順化では，このようなパターンへの対応についても

具体的に示したことにより（手順の第 1 段階，第 2 段階），コンサルタ

ントは手続きに迷うことなくスムーズに，そして系統的に対応できるよ

うになったと思われる。また，現在は，介護現場でもエビデンス（実証

的根拠）のある介護が求められる時代になってきている（小野寺，

2005）。そのような状況で，介護現場の熟練した職員の中には，実際に

行っている対応を専門用語で説明することはできないが，非常に優れた

知識をもっている人も多くいる（ James， 2011）。 BC を通じて，現在

の対応が学術的にみて筋が通っているかや，効果的であるのかを示すこ

とは，今後の介護現場でより重要になってくるだろう。さらに，自分た

ちの対応が効果的であることを知ることで，職員の自己効力感の向上も

期待できる。このような点からも，今回の手順化において，助言の部分

の手順をより詳細に示したことは意義があったと思われる。  
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3．今後の課題について  

今後の課題としては，以下の 4 点が考えられる。まず 1 点目は，誰

をコンサルティとするのかについてである。本研究では，第 1 研究，

第 2 研究ともに，施設のユニットリーダーにコンサルティの役割を担

ってもらった。しかし，今回の参加事例の中には，施設の管理者が施設

利用者の BPSD に対して問題意識を感じて，研究者側に連絡してくる

ケースがあった（事例 2－Ⅱ）。本研究では，このような場合にもユニ

ットリーダーにコンサルティの役割を担ってもらったが，実際には管理

者ほどに問題意識は持っていなかった。また，他の事例と同じく，コン

サルティへのインタビューに先立って質問項目への回答記入を依頼して

いたが，本事例では実施できていなかった。これらのことから， 実質的

なリーダーの BC への関心の程度が， B C の実施や効果に影響を及ぼす

可能性も考えられる。今後はこの点についても検討し，職員に指示を出

す立場にある者の中でも，誰をコンサルティとすればよいのかについて

明らかにする必要があると思われる。  

2 点目は，データ収集についてである。本研究では， BPSD の改善効

果の指標として，応用行動分析に基づく介入場面で一般的に用いられて

いる，行動の生起頻度，生起率，潜時を BPSD の種類にあわせて使用

し，コンサルティ及び職員に経時的に反復測定を行ってもらった。応用

行動分析学では，記録（データ）に基づいた判断と介入が何より大切で

あり，職員への負担の少ない記録用紙の作成は重要である（中川・森

山・高橋・杉山， 2017）。しかし，人員的な余裕のない介護現場では，

実施負担に配慮しても，行動の変化を反復的に測定すること（データ収

集）に対して職員が負担を感じることがある。このことは，第 1 研究

で実施した介入の受容性アンケートの自由記述欄への記述からもうかが
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える。このような記録（データ収集）の負担を軽減するための方法の 1

つとして，石川ら（ 2018）や石川・野口・ Onchi  Sugimitzu・山中

（ 2018）によって開発がすすめられている行動記録アプリの利用が考

えられる。しかし，このアプリはまだ実用に至っていない。今後は，こ

うしたアプリを利用しながら BC を行い，実際の介護現場で職員の負担

が軽減されるのかを検証する必要がある。  

3 点目は，遠方での BC の実施に関するものである。本研究に参加し

た施設は，大阪市内（第 1 研究）もしくは茨城県内（第 2 研究）にあり，

電車もしくは車で片道 30 分以内に訪問できる範囲にあった。しかし，

本研究の参加施設とは異なり遠方の施設で相談があった場合には，コン

サルタントの移動にかかる時間や費用といったコストがかかり， BC を

実施する上での負担となる。そのため，学校での BC で実践されたイン

ターネットを介したビデオカンファレンス（ Fischer  et  a l . , 2016）や FAX

（松岡， 2010）といった媒体を，介護現場の BC でも活用できるのかど

うかを，個人情報の扱いにも注意しながら検討すべきだろう。  

最後の課題は，介護現場での BC の普及についてである。本研究では，

第 1 研究，第 2 研究ともに筆者がコンサルタントの役割を担っていた。

応用行動分析が心理療法の一種であることから，今回の筆者のように心

理士が BC においてコンサルタントの役割を担うことが望ましいと思わ

れる。しかし，現在のところ応用行動分析的な実践が行え，さらに高齢

者介護に関する知識や経験のある心理士は，多くはいないだろう。なお，

我が国で学校場面や学校支援として実施された BC の研究論文のレビュ

ー（大石， 2016）によると， 22 件中 12 件と半数以上は大学教員がコン

サルタントの役割を担っていたが，他の業務もある大学教員には負担が

大きいと思われ，本研究のようにスーパーバイザーの役割ならば現実的
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ではないかと思われる。そのため，介護現場での BC の普及においては，

まずは心理士に BC の有効性や有用性を知ってもらい，介護現場で応用

行動分析的な実践が行える心理士を増やすこと（教育）が必要であると

考えられる。  
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第 2 節  結論  

本研究では，第 1 研究の結果をふまえて，介護施設での BPSD に関す

る BC 全体の系統的な手順の作業仮説を立案した。本手順には，介入に

よって BPSD が改善する場合だけでなく，アセスメント結果をもとに助

言するのみで終結する場合や，薬物療法やより適した施設へのリファー

が必要となる場合など，介護現場で想定される様々なパターンへの対応

手続きが含まれていた。また，介入によって標的とした BPSD が改善し

ない場合に，その後の対応を系統的に導き出すための SSS も組み込まれ

ていた。  

そして，本手順を参照しながら BC を行うことで，事例研究の段階で

はあるが，本手順の適用可能性が示唆された。また，今回の結果をもと

に，修正版の手順も作成した。  

今後は，本手順の完成度をさらに高めるために，修正版の手順の適用

可能性をより多くのサンプルで検証する必要がある。  
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資  料  

資料 1－ 1 障害高齢者の日常生活自立度  

（ P.18 表 1－ 1 参加者の概要の中で使用）  
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出典：厚生労働省「障害老人の日常生活自立度 (寝たきり度 )判定基準」

の活用について（平成 3 年 11 月 18 日老健第 10212 号） .  
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資料 1－ 2 認知症高齢者の日常生活自立度  

（ P.18 表 1－ 1 参加者の概要の中で使用）  

 

出典：厚生労働省「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」の活用に

ついて（平成 18年 4月 3日老発第 0403003号） .  
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資料 1－ 3 N 式老年者用精神状態尺度（ NM スケール）  

（ P.18 表 1－ 1 参加者の概要の中で使用）  

 

出典：大塚俊男・本間昭（編）  2004 高齢者のための知的機能検査

の手引き  ワールドプランニング Pp .81－ 86 .  
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資料 1－ 4 介入の受容性アンケート  

（ P.25 第 1 研究において， BC の中の介入計画の実施前に使用）  

  

氏名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

思わない やや思う　 かなり思う 非常に思う
a)今回の支援は，ご自分にとって重
要だと思いますか？ ① ② ③ ④

ｂ）今回の支援は，普段の業務に取
り入れることが可能であると思います
か？

① ② ③ ④

ｃ）今回の支援は，対象者様のため
になりそうだと思いますか？ ① ② ③ ④

ｄ）今回の支援は対象者様に不必要
なリスクを引き起こす可能性があると
思いますか？

① ② ③ ④

e）今回の支援は，他の入所者様に
悪影響を及ぼすと思いますか？ ① ② ③ ④

f）今回の支援は，あなたの多くの時
間を必要とすると思いますか？ ① ② ③ ④

g）今回の支援は，対象者の｢気にな
る行動」の改善を導くものであると思
いますか？

① ② ③ ④

h）今回の支援後すぐに，対象者様の
「気になる行動」の肯定的な変化を
感じることができると思いますか？

① ② ③ ④

i） 今回の支援は，わかりやすいと思
いますか？ ① ② ③ ④

j）今回の支援は，すぐにでも実行で
きると思いますか？ ① ② ③ ④

k）1日の実施回数は多いと思います
か？ ① ② ③ ④

l） 今回の支援は，回数に関係なく，
援助方法自体の負担度が大きそう
だと思いますか？

① ② ③ ④

m） 今回の支援の中から，ご自分の
対象者様に対する接し方や援助の
仕方にプラスになるものがありそうだ
と思いますか？

① ② ③ ④

●●様の「他入所者様の居室扉を開ける」行動の減少を目的とした，現在の支援に
ついて，以下の各項目のもっともあてはまる部分の数字に○印をつけてください。

n）その他，ご意見等ございましたら記入ください。
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（ P.25  第 1 研究において， BC の中の介入全体の報告後に使用）  

 

  

氏名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

思わない やや思う　 かなり思う 非常に思う
a)今回の支援は，ご自分にとって重
要だったと思いますか？ ① ② ③ ④

ｂ）今回の支援は，普段の業務に取り
入れることが可能であったと思います
か？

① ② ③ ④

ｃ）今回の支援は，対象者様のため
になったと思いますか？ ① ② ③ ④

ｄ）今回の支援は対象者様に不必要
なリスクを引き起こしたと思います
か？

① ② ③ ④

e）今回の支援は，他の入所者様に
悪影響を及ぼしたと思いますか？ ① ② ③ ④

f）今回の支援は，あなたの多くの時
間を必要としたと思いますか？ ① ② ③ ④

g）今回の支援は，対象者の｢気にな
る行動」の改善を導くものであったと
思いますか？

① ② ③ ④

h）今回の支援後すぐに，対象者様の
「気になる行動」の肯定的な変化を
感じることができたと思いますか？

① ② ③ ④

i） 今回の支援は，わかりやすかった
と思いますか？ ① ② ③ ④

j）今回の支援は，すぐにでも実行で
きたと思いますか？ ① ② ③ ④

k）1日の実施回数は多かったと思い
ますか？ ① ② ③ ④

l） 今回の支援は，回数に関係なく，
援助方法自体の負担度が大きかっ
たと思いますか？

① ② ③ ④

m） 今回の支援の中から，ご自分の
対象者様に対する接し方や援助の仕
方にプラスになるものがあったと思い
ますか？

① ② ③ ④

●●様の「●●」行動の減少を目的とした，前回の支援中のことを思い出して，
以下の各項目のもっともあてはまる部分の数字に○印をつけてください。

n）その他，ご意見等ございましたら記入ください。
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資料 2－ 1 インタビュー項目  

（ P.58 第 2 研究において， BC の中の第 2 段階で使用）  

 

出 典 ：野口代・山中克夫  2015 高齢者支援  行動分析学に基づく  

BPSD マネジメントと介護職員研修（山本淳一・武藤崇・鎌倉やよい  

（編）2015 ケースで学ぶ行動分析学による問題解決  金剛出版 ,  Pp .206

－ 213 .）  



136 

 

資料 2－ 2－ 1 記録用紙の例  

（ P.58 第 2 研究において， BC の中の第 2 段階で使用）  
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．
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０
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資料 2－ 2－ 2 記録用紙の例  

（ P.58 第 2 研究において， BC の中の第 2 段階で使用）  
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。
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資料 2－ 3 マニュアルの例  

（ P.58 第 2 研究において， BC の中の第 3 段階で使用）  

  

支援計画①「チェックシートの導入」について 

 

実施者 夜勤者 

 

場面 〇〇様が夕食後に、次の日の献立書きをされた後 

 

方法 

① 夜勤者が〇〇様と一緒にチェックシートに記入してください。 

（忙しい業務の中で大変かとは思われますが、できるだけ楽しい雰囲気でできればよいですね） 

 

 

 

② 記入後は、〇〇様の居室扉（部屋の内側）の目につく位置に、コマンドタブを使っ

て、〇〇様と一緒にチェックシートを貼ってください。 

 

③ 眠前薬、貼り薬を貼った後に、扉に貼ったチェックシートに〇〇様と一緒に、□の枠の

中に○を記入してください。 

 

④ 夜勤者が〇〇様に朝食の声掛けをする際に、〇〇様に声をかけてチェックシートを扉か

らはずしてください。 

そして、チェックシートは事務所で保管しておいてください。 

 

 

年月日はカレンダーを一緒にみながら記入してくださ

い。 

 
食事の欄も、一緒に確認しながら□の枠に○を記入して 

ください。 

 

服薬の欄も、食事と同様に記入してください。 

※眠前と貼り薬は、後の時間の記入となります。 

 

イラストの部分は、先に長女さんのお名前を入れておい

てください。 

〇〇様とは、特に確認作業など何もしなくて大丈夫で

す。 
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資料 2－ 4 支援決定モデル  

（ P.62 第 2 研究において， BC の中の第 4 段階で， SSS による対応と

して必要に応じて使用するツール）  

 

出典：野口代・河野禎之・山中克夫  2016 支援決定モデルを用いたス

タッフ・サポート・システム（ SSS）の効果検証－介入厳密性が高いにも

関わらず BPSD が改善しない事例－  高齢者ケアと行動科学，21，34－

49 .  
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資料 2－ 5 支援決定アセスメントシート  

（ P.62 第 2 研究において， BC の中の第 4 段階で， SSS による対応と

して必要に応じて使用するツール）  

 

出典：野口代・河野禎之・山中克夫  2016 支援決定モデルを用い  

たスタッフ・サポート・システム（ SSS）の効果検証－介入厳密性が  

高いにも関わらず BPSD が改善しない事例－  高齢者ケアと行動科  

学， 21， 34－ 49 .  
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資料 2－ 6 Mini  Mental  Sta te  E xaminat ion（ MMSE）  

（ P.66 表 2－ 2 参加者の概要の中で使用）  

 

出典：大塚俊男・本間昭（編）  2004 高齢者のための知的機能検査

の手引き  ワールドプランニング Pp .35－ 38 .  

    




